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国立研究開発法人国立がん研究セ

ンター中長期目標 
国立研究開発法人国立循環器病研

究センター中長期目標 
国立研究開発法人国立精神・神経

医療研究センター中長期目標 
国立研究開発法人国立国際医療研

究センター中長期目標 
国立研究開発法人国立成育医療研

究センター中長期目標 
国立研究開発法人国立長寿医療研

究センター中長期目標 
独立行政法人通則法（平成11年

法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第35条の4第1項の規定に基づ

き、国立研究開発法人国立がん研

究センターが達成すべき業務運営

に関する目標（以下「中長期目標」と

いう。）を次のように定める。 
 
平成２７年４月１日 
 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 
 

独立行政法人通則法（平成11年

法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第35条の4第1項の規定に基づ

き、国立研究開発法人国立循環器

病研究センターが達成すべき業務

運営に関する目標（以下「中長期目

標」という。）を次のように定める。 
 
平成２７年４月１日 
 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 
 

独立行政法人通則法（平成11年

法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第35条の4第1項の規定に基づ

き、国立研究開発法人国立精神・神

経医療研究センターが達成すべき

業務運営に関する目標（以下「中長

期目標」という。）を次のように定め

る。 
 
平成２７年４月１日 
 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 
 

独立行政法人通則法（平成11年

法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第35条の4第1項の規定に基づ

き、国立研究開発法人国立国際医

療研究センターが達成すべき業務

運営に関する目標（以下「中長期目

標」という。）を次のように定める。 
 
平成２７年４月１日 
 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 
 

独立行政法人通則法（平成11年

法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第35条の4第1項の規定に基づ

き、国立研究開発法人国立成育医

療研究センターが達成すべき業務

運営に関する目標（以下「中長期目

標」という。）を次のように定める。 
 
平成２７年４月１日 
 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 
 

独立行政法人通則法（平成11年

法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第35条の4第1項の規定に基づ

き、国立研究開発法人国立長寿医

療研究センターが達成すべき業務

運営に関する目標（以下「中長期目

標」という。）を次のように定める。 
 
平成２７年４月１日 
 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 
 

前文 前文 前文 前文 前文 前文 
１．中長期目標の期間における国の

政策体系上の法人の位置付け 
 研究開発法人は、健康医療戦略

推進法に定める基本理念におい

て、先端的、学際的又は総合的な

研究、すなわち医療分野の研究開

発及びその成果の普及並びに人材

の育成に積極的に努めなければな

らないこととされている。国立高度専

門医療研究センター（以下「NC」と

いう。）は、国立研究開発法人とし

て、前述の理念に基づき、研究開発

等を推進していく。 
 また、厚生労働省が掲げる政策体

系における基本目標（安心・信頼し

てかかれる医療の確保と国民の健

康づくりを推進すること）及び施策目

標（国が医療政策として担うべき医

療（政策医療）を推進すること）を踏

まえ、NC においても、国民の健康

に重大な影響のある特定の疾患等

に係る医療や高度かつ専門的な医

療、すなわち政策医療を向上・均て

１．中長期目標の期間における国の

政策体系上の法人の位置付け 
 研究開発法人は、健康医療戦略

推進法に定める基本理念におい

て、先端的、学際的又は総合的な

研究、すなわち医療分野の研究開

発及びその成果の普及並びに人材

の育成に積極的に努めなければな

らないこととされている。国立高度専

門医療研究センター（以下「NC」と

いう。）は、国立研究開発法人とし

て、前述の理念に基づき、研究開発

等を推進していく。 
 また、厚生労働省が掲げる政策体

系における基本目標（安心・信頼し

てかかれる医療の確保と国民の健

康づくりを推進すること）及び施策目

標（国が医療政策として担うべき医

療（政策医療）を推進すること）を踏

まえ、NC においても、国民の健康

に重大な影響のある特定の疾患等

に係る医療や高度かつ専門的な医

療、すなわち政策医療を向上・均て

１．中長期目標の期間における国の

政策体系上の法人の位置付け 
 研究開発法人は、健康医療戦略

推進法に定める基本理念におい

て、先端的、学際的又は総合的な

研究、すなわち医療分野の研究開

発及びその成果の普及並びに人材

の育成に積極的に努めなければな

らないこととされている。国立高度専

門医療研究センター（以下「NC」と

いう。）は、国立研究開発法人とし

て、前述の理念に基づき、研究開発

等を推進していく。 
 また、厚生労働省が掲げる政策体

系における基本目標（安心・信頼し

てかかれる医療の確保と国民の健

康づくりを推進すること）及び施策目

標（国が医療政策として担うべき医

療（政策医療）を推進すること）を踏

まえ、NC においても、国民の健康

に重大な影響のある特定の疾患等

に係る医療や高度かつ専門的な医

療、すなわち政策医療を向上・均て

１．中長期目標の期間における国の

政策体系上の法人の位置付け 
 研究開発法人は、健康医療戦略

推進法に定める基本理念におい

て、先端的、学際的又は総合的な

研究、すなわち医療分野の研究開

発及びその成果の普及並びに人材

の育成に積極的に努めなければな

らないこととされている。国立高度専

門医療研究センター（以下「NC」と

いう。）は、国立研究開発法人とし

て、前述の理念に基づき、研究開発

等を推進していく。 
 また、厚生労働省が掲げる政策体

系における基本目標（安心・信頼し

てかかれる医療の確保と国民の健

康づくりを推進すること）及び施策目

標（国が医療政策として担うべき医

療（政策医療）を推進すること）を踏

まえ、NC においても、国民の健康

に重大な影響のある特定の疾患等

に係る医療や高度かつ専門的な医

療、すなわち政策医療を向上・均て

１．中長期目標の期間における国の

政策体系上の法人の位置付け 
 研究開発法人は、健康医療戦略

推進法に定める基本理念におい

て、先端的、学際的又は総合的な

研究、すなわち医療分野の研究開

発及びその成果の普及並びに人材

の育成に積極的に努めなければな

らないこととされている。国立高度専

門医療研究センター（以下「NC」と

いう。）は、国立研究開発法人とし

て、前述の理念に基づき、研究開発

等を推進していく。 
 また、厚生労働省が掲げる政策体

系における基本目標（安心・信頼し

てかかれる医療の確保と国民の健

康づくりを推進すること）及び施策目

標（国が医療政策として担うべき医

療（政策医療）を推進すること）を踏

まえ、NC においても、国民の健康

に重大な影響のある特定の疾患等

に係る医療や高度かつ専門的な医

療、すなわち政策医療を向上・均て

１．中長期目標の期間における国の

政策体系上の法人の位置付け 
 研究開発法人は、健康医療戦略

推進法に定める基本理念におい

て、先端的、学際的又は総合的な

研究、すなわち医療分野の研究開

発及びその成果の普及並びに人材

の育成に積極的に努めなければな

らないこととされている。国立高度専

門医療研究センター（以下「NC」と

いう。）は、国立研究開発法人とし

て、前述の理念に基づき、研究開発

等を推進していく。 
 また、厚生労働省が掲げる政策体

系における基本目標（安心・信頼し

てかかれる医療の確保と国民の健

康づくりを推進すること）及び施策目

標（国が医療政策として担うべき医

療（政策医療）を推進すること）を踏

まえ、NC においても、国民の健康

に重大な影響のある特定の疾患等

に係る医療や高度かつ専門的な医

療、すなわち政策医療を向上・均て
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ん化させることとされている。 
 
２．法人の役割（ミッション） 
 国立研究開発法人国立がん研究

センター（以下「センター」という。）

は、高度専門医療に関する研究等

を行う国立研究開発法人に関する

法律（平成 20 年法律第 93 号）第 3
条第 1 項に基づき、がんその他の悪

性新生物に係る医療に関し、調査、

研究及び技術の開発並びにこれら

の業務に密接に関連する医療の提

供、技術者の研修等を行うことによ

り、国の医療政策として、がんその

他の悪性新生物に関する高度かつ

専門的な医療の向上を図り、もって

公衆衛生の向上及び増進に寄与す

ることとされている。また、通則法第

2 条第 3 項に基づき、国立研究開発

法人として、我が国における科学技

術の水準の向上を通じた国民経済

の健全な発展その他の公益に資す

るため研究開発の最大限の成果を

確保することとされている。このうち、

研究開発及び医療の提供について

は、 
・高度かつ専門的な新しい治療

法やその他の治療成績向上に資

するための研究開発及びこれら

の業務に密接に関連する医療の

提供等 
・難治性・希少性の疾患に関する

研究開発及びこれらの業務に密

接に関連する医療の提供等 
・学会等が作成する診療ガイドラ

インの作成・改訂に資するような

研究開発 
・中長期に渡って継続的に実施

する必要のある疫学的なコホート

研究 

ん化させることとされている。 
 
２．法人の役割（ミッション） 
 国立研究開発法人国立循環器病

研究センター（以下「センター」とい

う。）は、高度専門医療に関する研

究等を行う国立研究開発法人に関

する法律（平成 20 年法律第 93 号）

第 3条第2 項に基づき、循環器病に

係る医療に関し、調査、研究及び技

術の開発並びにこれらの業務に密

接に関連する医療の提供、技術者

の研修等を行うことにより、国の医療

政策として、循環器病に関する高度

かつ専門的な医療の向上を図り、も

って公衆衛生の向上及び増進に寄

与することとされている。また、通則

法第2条第3項に基づき、国立研究

開発法人として、我が国における科

学技術の水準の向上を通じた国民

経済の健全な発展その他の公益に

資するため研究開発の最大限の成

果を確保することとされている。この

うち、研究開発及び医療の提供に

ついては、 
・高度かつ専門的な新しい治療

法やその他の治療成績向上に資

するための研究開発及びこれら

の業務に密接に関連する医療の

提供等 
・難治性・希少性の疾患に関する

研究開発及びこれらの業務に密

接に関連する医療の提供等 
・学会等が作成する診療ガイドラ

インの作成・改訂に資するような

研究開発 
・中長期に渡って継続的に実施

する必要のある疫学的なコホート

研究 
に重点的に取り組むものとする。 

ん化させることとされている。 
 
２．法人の役割（ミッション） 
 国立研究開発法人国立精神・神

経医療研究センター（以下「センタ

ー」という。）は、高度専門医療に関

する研究等を行う国立研究開発法

人に関する法律（平成 20 年法律第

93 号）第 3 条第 3 項に基づき、精神

疾患、神経疾患、筋疾患及び知的

障害その他の発達の障害（以下「精

神・神経疾患等」という。）に係る医

療並びに精神保健に関し、調査、研

究及び技術の開発並びにこれらの

業務に密接に関連する医療の提

供、技術者の研修等を行うことによ

り、国の医療政策として、精神・神経

疾患等に関する高度かつ専門的な

医療並びに精神保健の向上を図り、

もって公衆衛生の向上及び増進に

寄与することとされている。また、通

則法第2条第3項に基づき、国立研

究開発法人として、我が国における

科学技術の水準の向上を通じた国

民経済の健全な発展その他の公益

に資するため研究開発の最大限の

成果を確保することとされている。こ

のうち、研究開発及び医療の提供に

ついては、 
・高度かつ専門的な新しい治療

法やその他の治療成績向上に資

するための研究開発及びこれら

の業務に密接に関連する医療の

提供等 
・難治性・希少性の疾患に関する

研究開発及びこれらの業務に密

接に関連する医療の提供等 
・学会等が作成する診療ガイドラ

インの作成・改訂に資するような

研究開発 

ん化させることとされている。 
 
２．法人の役割（ミッション） 
 国立研究開発法人国立国際医療

研究センター（以下「センター」とい

う。）は、高度専門医療に関する研

究等を行う国立研究開発法人に関

する法律（平成 20 年法律第 93 号）

第 3 条第 4 項に基づき、感染症その

他の疾患であって、その適切な医療

の確保のために海外における症例

の収集その他国際的な調査及び研

究を特に必要とするもの（以下「感染

症その他の疾患」という。）に係る医

療に関し、調査、研究及び技術の開

発並びにこれらの業務に密接に関

連する医療の提供、技術者の研修

等を行うことにより、国の医療政策と

して、感染症その他の疾患に関する

高度かつ専門的な医療の向上を図

り、もって公衆衛生の向上及び増進

に寄与することとされている。また、

通則法第2条第3項に基づき、国立

研究開発法人として、我が国におけ

る科学技術の水準の向上を通じた

国民経済の健全な発展その他の公

益に資するため研究開発の最大限

の成果を確保することとされている。

このうち、研究開発及び医療の提供

については、 
・高度かつ専門的な新しい治療

法やその他の治療成績向上に資

するための研究開発及びこれら

の業務に密接に関連する医療の

提供等 
・難治性・希少性の疾患に関する

研究開発及びこれらの業務に密

接に関連する医療の提供等 
・学会等が作成する診療ガイドラ

インの作成・改訂に資するような

ん化させることとされている。 
 
２．法人の役割（ミッション） 
 国立研究開発法人国立成育医療

研究センター（以下「センター」とい

う。）は、高度専門医療に関する研

究等を行う国立研究開発法人に関

する法律（平成 20 年法律第 93 号）

第3条第5項に基づき、母性及び父

性並びに乳児及び幼児の難治疾

患、生殖器疾患その他の疾患であ

って、児童が健やかに生まれ、か

つ、成育するために特に治療を必

要とするもの（以下「成育に係る疾

患」という。）に係る医療に関し、調

査、研究及び技術の開発並びにこ

れらの業務に密接に関連する医療

の提供、技術者の研修等を行うこと

により、国の医療政策として、成育に

係る疾患に関する高度かつ専門的

な医療の向上を図り、もって公衆衛

生の向上及び増進に寄与することと

されている。また、通則法第 2 条第 3
項に基づき、国立研究開発法人とし

て、我が国における科学技術の水

準の向上を通じた国民経済の健全

な発展その他の公益に資するため

研究開発の最大限の成果を確保す

ることとされている。このうち、研究開

発及び医療の提供については、 
・高度かつ専門的な新しい治療

法やその他の治療成績向上に資

するための研究開発及びこれら

の業務に密接に関連する医療の

提供等 
・難治性・希少性の疾患に関する

研究開発及びこれらの業務に密

接に関連する医療の提供等 
・学会等が作成する診療ガイドラ

インの作成・改訂に資するような

ん化させることとされている。 
 
２．法人の役割（ミッション） 
 国立研究開発法人国立長寿医療

研究センター（以下「センター」とい

う。）は、高度専門医療に関する研

究等を行う国立研究開発法人に関

する法律（平成 20 年法律第 93 号）

第 3 条第 6 項に基づき、加齢に伴っ

て生ずる心身の変化及びそれに起

因する疾患であって高齢者が自立

した日常生活を営むために特に治

療を必要とするもの（以下「加齢に伴

う疾患」という。）に係る医療に関し、

調査、研究及び技術の開発並びに

これらの業務に密接に関連する医

療の提供、技術者の研修等を行うこ

とにより、国の医療政策として、加齢

に伴う疾患に関する高度かつ専門

的な医療の向上を図り、もって公衆

衛生の向上及び増進に寄与するこ

ととされている。また、通則法第 2 条

第 3 項に基づき、国立研究開発法

人として、我が国における科学技術

の水準の向上を通じた国民経済の

健全な発展その他の公益に資する

ため研究開発の最大限の成果を確

保することとされている。このうち、研

究開発及び医療の提供について

は、 
・高度かつ専門的な新しい治療

法やその他の治療成績向上に資

するための研究開発及びこれら

の業務に密接に関連する医療の

提供等 
・難治性・希少性の疾患に関する

研究開発及びこれらの業務に密

接に関連する医療の提供等 
・学会等が作成する診療ガイドラ

インの作成・改訂に資するような
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に重点的に取り組むものとする。 
 
３．国の政策・施策・事務事業との関

係 
 「健康・医療戦略」（平成 26 年 7 月

22 日閣議決定）に即して策定された

「医療分野研究開発推進計画」（平

成 26 年 7 月 22 日健康・医療戦略

推進本部決定）を踏まえ、臨床研究

及び治験の更なる推進、ゲノム医療

の実現化など新たな治療法に関す

る研究開発や、「がん対策推進基本

計画」（平成 24 年 6 月 8 日閣議決

定）に基づき策定された「がん研究

10 か年戦略」（平成 26 年 3 月 31
日文部科学大臣・厚生労働大臣・経

済産業大臣確認）を踏まえた対策な

ど、研究開発に重点的に取り組むと

ともに、各研究開発の質の向上に努

めるものとする。 
 
４．国の政策等の背景となる国民生

活・社会経済の状況 
 近年の科学技術の進歩により、世

界的にみても革新的な医療技術が

相次いで開発されるなど、医療分野

の研究開発を取り巻く環境は大きく

進展している。 
 また、我が国の医薬品企業の国際

競争力は高い水準を維持しているも

のの、例えば、2012 年において、世

界の大型医薬品売上高上位 10 品

目のうち７製品を占めている抗体医

薬品などのバイオ医薬品について

は、日本企業の開発が遅れている

など、国内企業の国際競争力の更

なる強化が課題となっている（出典：

平成 26 年 7 月 22 日「健康・医療戦

略」閣議決定）。 
 さらに、世界に先駆けて超高齢社
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 近年の科学技術の進歩により、世

界的にみても革新的な医療技術が

相次いで開発されるなど、医療分野

の研究開発を取り巻く環境は大きく

進展している。 
 また、我が国の医薬品企業の国際

競争力は高い水準を維持しているも

のの、例えば、2012 年において、世

界の大型医薬品売上高上位 10 品

目のうち７製品を占めている抗体医

薬品などのバイオ医薬品について

は、日本企業の開発が遅れている

など、国内企業の国際競争力の更

なる強化が課題となっている（出典：

平成 26 年 7 月 22 日「健康・医療戦

略」閣議決定）。 
 さらに、世界に先駆けて超高齢社

会を迎える我が国にあって、課題解

決先進国として、健康長寿社会の形

成に向け、世界最先端の医療技術・

サービスを実現し、健康寿命をさら

に伸ばすことが重要とされている（出

典：同閣議決定）。 
 

・中長期に渡って継続的に実施

する必要のある疫学的なコホート

研究 
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る研究開発に重点的に取り組むとと

もに、各研究開発の質の向上に努

めるものとする。 
精神障害者の地域生活への移行

を促進するために改正された精神

保健福祉法が平成 26 年４月から施

行され、同法に基づき新たに策定さ

れた精神障害者に対する医療の提

供の確保に関する指針（平成 26 年

3 月 7 日厚生労働大臣告示）におい

て、入院医療中心の精神医療から、

精神障害者の地域生活を支えるた

めの精神医療への改革の実現が目

指すべき方向性とされていることを

踏まえ、調査、研究・開発、医療の

提供、技術者の研修等に努めるもの

とする。 
 また、「自殺総合対策大綱」（平成

24 年 8 月 28 日閣議決定）を踏ま

え、自殺予防総合対策センターに

おいて、自殺対策に関する情報の

収集・整理・分析及び提供を推進す

るとともに、地方公共団体等が自殺
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会を迎える我が国にあって、課題解

決先進国として、健康長寿社会の形

成に向け、世界最先端の医療技術・

サービスを実現し、健康寿命をさら

に伸ばすことが重要とされている（出

典：同閣議決定）。 
 
５．過去からの法人の活動状況等 

・厚生労働省の早期・探索的臨床

試験拠点整備事業に全国 5 拠

点の 1 つとして採択され、Phase 
I チーム、TR 支援部門、医師主

導治験などのセントラル機能を担

う支援部門を構築し、人材及び設

備などの整備を進めるとともに、6 

つの NC のバイオバンク事業を連

携させるナショナルセンターバイ

オバンクを通じて、オールジャパ

ンのバイオバンクネットワークの構

築に貢献した。また、病院・早期・

探索臨床研究センター・研究所

の連携により、生検試料・バイオ

バンク試料等を用いた遺伝子変

異検査（clinical sequencing）を行

い、分子標的薬を用いたがん個

別 化 治 療 を 行 う た め の

feasibility study を開始するな

ど、第１期中期目標期間における

成果を踏まえると、がんその他の

悪性新生物の本態解明と予防、

高度かつ専門的な医療の開発、

標準医療の確立と普及、政策提

言など、がんその他の悪性新生

物克服のため、センターが果たし

てきた役割は極めて大きい。 
・センターが、その役割を担って

いくためには、その時々の課題に

対応できるよう患者や社会のニー

ズ、医療上及び経済上のニーズ

をも十分に意識しつつ、先制医

５．過去からの法人の活動状況等 
・厚生労働省の早期・探索的臨床

試験拠点整備事業に全国 5 拠

点の 1 つとして採択され、心房性

ナトリウムペプチド（ANP）のがん

転移予防効果の発見、心臓レプ

リカプロジェクトの国際特許取得と

製品の販売開始、低侵襲かつ高

精度の心不全自動診断装置開発

におけるパイロット試験などを実

施するとともに、ペプチド・タンパ

ク質の新規同定、生理作用や作

用機序の解明等から新規医薬

品・治療技術の創出に向けた研

究、テーラーメイド医療を目指す

循環器疾患のゲノム疫学・病態生

理の解明に関する研究、再生型

小口径血管の開発についての研

究を実施するなど、第１期中期目

標期間における成果を踏まえる

と、循環器病の本態解明と予防、

高度かつ専門的な医療の開発、

標準医療の確立と普及、政策提

言など、循環器病克服のため、セ

ンターが果たしてきた役割は極め

て大きい。 
・センターが、その役割を担って

いくためには、その時々の課題に

対応できるよう患者や社会のニー

ズ、医療上及び経済上のニーズ

をも十分に意識しつつ、先制医

療や新たな医薬品や診断・治療

方法の開発、医療機器の開発が

推進される社会の実現に貢献す

ることが期待される。 
・センターは、国の研究開発に関

する戦略を踏まえつつ、国立研

究開発法人として研究開発成果

の最大化を目指す体制の確保を

図ることが重要であり、十分な見

及等を推進するものとする。 
 
４．国の政策等の背景となる国民生

活・社会経済の状況 
 近年の科学技術の進歩により、世

界的にみても革新的な医療技術が

相次いで開発されるなど、医療分野

の研究開発を取り巻く環境は大きく

進展している。 
 また、我が国の医薬品企業の国際

競争力は高い水準を維持しているも

のの、例えば、2012 年において、世

界の大型医薬品売上高上位 10 品

目のうち７製品を占めている抗体医

薬品などのバイオ医薬品について

は、日本企業の開発が遅れている

など、国内企業の国際競争力の更

なる強化が課題となっている（出典：

平成 26 年 7 月 22 日「健康・医療戦

略」閣議決定）。 
 さらに、世界に先駆けて超高齢社

会を迎える我が国にあって、課題解

決先進国として、健康長寿社会の形

成に向け、世界最先端の医療技術・

サービスを実現し、健康寿命をさら

に伸ばすことが重要とされている（出

典：同閣議決定）。 
また、精神障害者が精神疾患の

悪化や再発を予防しながら、地域社

会の一員として安心して生活するこ

とができるようにすることが重要であ

り、その重要性に鑑み、精神障害者

の社会復帰及び自立並びに社会経

済活動への参加を促進し、精神障

害者が社会貢献できるよう、精神障

害者の障害の特性その他の心身の

状態に応じた良質かつ適切な精神

障害者に対する医療の提供を確保

することが必要とされている（出典：

平成 26 年 3 月 7 日厚生労働大臣

略」閣議決定）。 
 さらに、世界に先駆けて超高齢社

会を迎える我が国にあって、課題解

決先進国として、健康長寿社会の形

成に向け、世界最先端の医療技術・

サービスを実現し、健康寿命をさら

に伸ばすことが重要とされている（出

典：同閣議決定）。 
 そして、地球規模課題としての保

健医療（グローバルヘルス）を日本

外交の重要課題と位置付け、日本

の知見等を総動員し、世界の全ての

人が基本的保健医療サービスを負

担可能な費用で享受すること 
（ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ）

も求められる。（出典：「医療分野研

究開発推進計画」（平成 26 年 7 月

22 日健康・医療戦略推進本部決

定）） 
 
５．過去からの法人の活動状況等 

・新型インフルエンザ（H1N1）に

ついて、ヒト感染疑い例におい

て、他の季節性 A 型インフルエン

ザ か ら 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ

（H1N1）感染例を識別可能な迅

速検査キットを開発し、C 型肝炎

について、インターフェロン治療

による副作用である貧血の予知

のための ITPA SNP の測定につ

いてキット化を行うとともに、国内

未承認のカリニ肺炎治療薬のアト

バコンと赤痢アメーバのシスト駆

除薬であるパロモマイシンをエイ

ズ新薬の臨床治験として、１７年

ぶりに日本から２つの多施設共同

国際臨床治験に参加し、さらに２

型糖尿病の発症に関連する遺伝

子（KCNQ1）を発見するなど、第

１期中期目標期間における成果

なる強化が課題となっている（出典：

平成 26 年 7 月 22 日「健康・医療戦

略」閣議決定）。 
 さらに、世界に先駆けて超高齢社

会を迎える我が国にあって、課題解

決先進国として、健康長寿社会の形

成に向け、世界最先端の医療技術・

サービスを実現し、健康寿命をさら

に伸ばすことが重要とされている（出

典：同閣議決定）。 
 
５．過去からの法人の活動状況等 

・新たに発見された遺伝物質とし

て注目されているマイクロ RNA 
が骨格形成や慢性関節炎等の難

治性疾患の原因となることを世界

に先駆けて発表し、先天心奇形、

低身長などを示すヌーナン症候

群の原因となる新しい病因遺伝

子を世界で初めて同定するととも

に、日本発の革新的な医薬品・医

療機器を創出するための臨床研

究中核病院として採択され、再生

医療の確立として、ヒト以外の異

種動物成分を使用しない培養条

件を用いてヒト ES 細胞 7 株をこ

れまでに樹立するなど、第１期中

期目標期間における成果を踏ま

えると、成育に係る疾患の本態解

明と予防、高度かつ専門的な医

療の開発、標準医療の確立と普

及、政策提言など、成育に係る疾

患克服のため、センターが果たし

てきた役割は極めて大きい。 
・センターが、その役割を担って

いくためには、その時々の課題に

対応できるよう患者や社会のニー

ズ、医療上及び経済上のニーズ

をも十分に意識しつつ、先制医

療や新たな医薬品や診断・治療

平成 26 年 7 月 22 日「健康・医療戦

略」閣議決定）。 
 さらに、世界に先駆けて超高齢社

会を迎える我が国にあって、課題解

決先進国として、健康長寿社会の形

成に向け、世界最先端の医療技術・

サービスを実現し、健康寿命をさら

に伸ばすことが重要とされている（出

典：同閣議決定）。 
 
５．過去からの法人の活動状況等 

・アルツハイマー病変の発症前検

出に有用と考えられる血液バイオ

マーカーを質量分析システムを

用いて発見し、また、当センター

から申請した FDG を用いたポジ

トロン断層撮影によるアルツハイ

マー病診断が先進医療 B として

承認された。さらに、地域におけ

る認知症予防対策に関し、軽度

認知障害（MCI）高齢者の効果

的スクリーニング法をはじめ、認

知機能低下を抑制する多重課題

方式による運動「コグニサイズ」の

開発を行うとともに、ヒト幹細胞を

用い歯髄を再生させる臨床研究

に我が国で最初に着手するな

ど、第１期中期目標期間における

成果を踏まえると、加齢に伴う疾

患の本態解明と予防、高度かつ

専門的な医療の開発、標準医療

の確立と普及、政策提言など、加

齢に伴う疾患克服のため、センタ

ーが果たしてきた役割は極めて

大きい。 
・センターが、その役割を担って

いくためには、その時々の課題に

対応できるよう患者や社会のニー

ズ、医療上及び経済上のニーズ

をも十分に意識しつつ、先制医
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療や新たな医薬品や診断・治療

方法の開発、医療機器の開発が

推進される社会の実現に貢献す

ることが期待される。 
・センターは、国の研究開発に関

する戦略を踏まえつつ、国立研

究開発法人として研究開発成果

の最大化を目指す体制の確保を

図ることが重要であり、十分な見

通しを持った上での運営を目指

す。 

通しを持った上での運営を目指

す。 
告示「良質かつ適切な精神障害者

に対する医療の提供を確保するた

めの指針」） 
 自殺対策については、社会的要

因も踏まえ総合的に取り組むこと等

により、誰も自殺に追い込まれること

のない社会の実現を目指すものとさ

れており、地域レベルの実践的な取

組を中心とする対策への転換を図っ

ていく必要があるとされている（出

典：平成 24 年 8 月 28 日「自殺総合

対策大綱」閣議決定）。 
 
５．過去からの法人の活動状況等 

・研究所と病院を有機的に繋ぐ組

織であるトランスレーショナル・メ

ディカルセンター（TMC）におい

て、データマネージャーや臨床研

究支援の専門職を配置するなど

支援体制の充実を図るとともに、

臨床研究等の共同実施を行うた

めの 7 つの専門疾病センターを

設置し組織横断的な連携を図り、

早期探索的臨床試験として、企

業との共同開発契約を締結し、エ

クソン 53 スキップを目的としたデ

ュシェンヌ型筋ジストロフィー治療

剤の世界初の臨床試験を行うとと

もに、医師主導で多発性硬化症

に対する OCH を用いた First 
in Human 試験を実施するな

ど、第１期中期目標期間における

成果を踏まえると、精神・神経疾

患等の本態解明と予防、高度か

つ専門的な医療の開発、標準医

療の確立と普及、政策提言など、

精神・神経疾患等克服のため、セ

ンターが果たしてきた役割は極め

て大きい。 
・センターが、その役割を担って

を踏まえると、感染症その他の疾

患の本態解明と予防、高度かつ

専門的な医療の開発、標準医療

の確立と普及、政策提言など、感

染症その他の疾患克服のため、

センターが果たしてきた役割は極

めて大きい。 
 また、唯一の国際保健医療協

力実施機関として、年間 100 人を

超える派遣、300 人を超える国際

保健人材の研修を実施するな

ど、日本の国際保健医療協力の

中核として果たしてきた役割は極

めて大きい。 
・センターが、その役割を担って

いくためには、国内外のその時々

の課題に対応できるよう患者や社

会のニーズ、医療上及び経済上

のニーズをも十分に意識しつつ、

先制医療や新たな医薬品や診

断・治療方法の開発、医療機器

の開発、国際保健医療サービス

の開発（協力）が推進される社会

の実現に貢献することが期待され

る。 
・センターは、国の研究開発に関

する戦略を踏まえつつ、国立研

究開発法人として研究開発成果

の最大化を目指す体制の確保を

図ることが重要であり、十分な見

通しを持った上での運営を目指

す。 

方法の開発、医療機器の開発が

推進される社会の実現に貢献す

ることが期待される。 
・センターは、国の研究開発に関

する戦略を踏まえつつ、国立研

究開発法人として研究開発成果

の最大化を目指す体制の確保を

図ることが重要であり、十分な見

通しを持った上での運営を目指

す。 

療や新たな医薬品や診断・治療

方法の開発、医療機器の開発が

推進される社会の実現に貢献す

ることが期待される。 
・センターは、国の研究開発に関

する戦略を踏まえつつ、国立研

究開発法人として研究開発成果

の最大化を目指す体制の確保を

図ることが重要であり、十分な見

通しを持った上での運営を目指

す。 
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いくためには、その時々の課題に

対応できるよう患者や社会のニー

ズ、医療上及び経済上のニーズ

をも十分に意識しつつ、先制医

療や新たな医薬品や診断・治療

方法の開発、医療機器の開発が

推進される社会の実現に貢献す

ることが期待される。 
・センターは、国の研究開発に関

する戦略を踏まえつつ、国立研

究開発法人として研究開発成果

の最大化を目指す体制の確保を

図ることが重要であり、十分な見

通しを持った上での運営を目指

す。 
第１ 中長期目標の期間 第１ 中長期目標の期間 第１ 中長期目標の期間 第１ 中長期目標の期間 第１ 中長期目標の期間 第１ 中長期目標の期間 

センターの中長期目標の期間

は、平成27年4月から33年3月まで

の6年間とする。 

センターの中長期目標の期間

は、平成27年4月から33年3月まで

の6年間とする。 

センターの中長期目標の期間

は、平成27年4月から33年3月まで

の6年間とする。 

センターの中長期目標の期間

は、平成27年4月から33年3月まで

の6年間とする。 

センターの中長期目標の期間

は、平成27年4月から33年3月まで

の6年間とする。 

センターの中長期目標の期間

は、平成27年4月から33年3月まで

の6年間とする。 
第２ 研究開発の成果の最大化そ

の他の業務の質の向上に関する

事項 

第２ 研究開発の成果の最大化そ

の他の業務の質の向上に関する

事項 

第２ 研究開発の成果の最大化そ

の他の業務の質の向上に関する

事項 

第２ 研究開発の成果の最大化そ

の他の業務の質の向上に関する

事項 

第２ 研究開発の成果の最大化そ

の他の業務の質の向上に関する

事項 

第２ 研究開発の成果の最大化そ

の他の業務の質の向上に関する

事項 
１．研究・開発に関する事項 １．研究・開発に関する事項 １．研究・開発に関する事項 １．研究・開発に関する事項 １．研究・開発に関する事項 １．研究・開発に関する事項 
（１）担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進 

（１）担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進 

（１）担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進 

（１）担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進 

（１）担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進 

（１）担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進 
① 重点的な研究・開発 ① 重点的な研究・開発 ① 重点的な研究・開発 ① 重点的な研究・開発 ① 重点的な研究・開発 ① 重点的な研究・開発 

センターが担う疾患について、

症例集積性の向上、臨床研究及

び治験手続の効率化、研究者・

専門家の育成・確保、臨床研究

及び治験の情報公開、治験に要

するコスト・スピード・質の適正化

に関して、より一層強化する。 
また、First in human 試験を

はじめとする治験・臨床研究体制

を整備し、診療部門や企業等との

連携を図り、これまで以上に研究

開発を推進する。具体的には、 

センターが担う疾患について、

症例集積性の向上、臨床研究及

び治験手続の効率化、研究者・

専門家の育成・確保、臨床研究

及び治験の情報公開、治験に要

するコスト・スピード・質の適正化

に関して、より一層強化する。 
また、First in human 試験を

はじめとする治験・臨床研究体制

を整備し、診療部門や企業等との

連携を図り、これまで以上に研究

開発を推進する。具体的には、 

センターが担う疾患について、

症例集積性の向上、臨床研究及

び治験手続の効率化、研究者・

専門家の育成・確保、臨床研究

及び治験の情報公開、治験に要

するコスト・スピード・質の適正化

に関して、より一層強化する。 
また、First in human 試験を

はじめとする治験・臨床研究体制

を整備し、診療部門や企業等との

連携を図り、これまで以上に研究

開発を推進する。具体的には、 

センターが担う疾患について、

症例集積性の向上、臨床研究及

び治験手続の効率化、研究者・

専門家の育成・確保、臨床研究

及び治験の情報公開、治験に要

するコスト・スピード・質の適正化

に関して、より一層強化する。 
また、First in human 試験を

はじめとする治験・臨床研究体制

を整備し、診療部門や企業等との

連携を図り、これまで以上に研究

開発を推進する。なお、わが国の

センターが担う疾患について、

症例集積性の向上、臨床研究及

び治験手続の効率化、研究者・

専門家の育成・確保、臨床研究

及び治験の情報公開、治験に要

するコスト・スピード・質の適正化

に関して、より一層強化する。 
また、First in human 試験を

はじめとする治験・臨床研究体制

を整備し、診療部門や企業等との

連携を図り、これまで以上に研究

開発を推進する。具体的には、 

センターが担う疾患について、

症例集積性の向上、臨床研究及

び治験手続の効率化、研究者・

専門家の育成・確保、臨床研究

及び治験の情報公開、治験に要

するコスト・スピード・質の適正化

に関して、より一層強化する。 
また、First in human 試験を

はじめとする治験・臨床研究体制

を整備し、診療部門や企業等との

連携を図り、これまで以上に研究

開発を推進する。具体的には、 
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・遺伝子の解析等による未来

型医療を実現するための診断・

治療法の研究開発 
・難治性がん、希少がんなどを

中心とした新規治療法の研究

開発 
・全国ネットワークを活用し、個

人や集団に対しより最適化され

た標準治療開発のための多施

設共同臨床研究 
・がんのリスク・予防要因を究明

するための精度の高い疫学研

究及び前向き介入研究 
に取り組むなどして、重点的な研

究・開発を実施すること。 

・より実用性の高い人工心臓、

人工血管や急性心筋梗塞患

者の救命治療における超小型

補助循環システム等医療機器

の研究開発 
・本態や発症機序が明確でな

い循環器疾患における医工学

融合による疾患毎患者毎に最

適と考えられる新規治療法の

研究開発 
・致命的循環器疾患の救急治

療法や難治性循環器疾患の

革新的治療法の研究開発 
・成人先天性心疾患のような診

療科横断的な疾患について、

標準治療法を開発するための

多施設共同研究 
・疾患コホートと住民コホートの

連携による科学的根拠に基づ

いた予防法の研究開発 
に取り組むなどして、重点的な研

究・開発を実施すること。 

・人工核酸医薬品等を用い

た、これまで治療薬がなかった

筋ジストロフィーの治療薬の研

究開発 
・従来の作用機序とは異なる、

副作用が少なくかつ成績良好

な多発性硬化症の治療薬の研

究開発 
・他疾患に対する既存薬の多

発性硬化症及び視神経脊髄

炎への適応拡大を目的とした

研究開発 
・神経難病における既存の治

療法に対する治療反応性の検

証による適正な治療選択法の

研究開発 
・バイオマーカー、臨床脳画像

等の活用による、パーキンソン

病、統合失調症、うつ病、発達

障害等の客観的評価に耐える

診断・治療法の研究開発 
・精神疾患等に対するバイオ

バンクを活用したエビデンスに

基づく医療及びゲノム医療の

実現のためのコホート研究並

びに精神保健に関する疫学研

究 
に取り組むなどして、重点的な研

究・開発を実施すること。 
 さらに、精神保健医療福祉政策

に資するよう、精神・神経疾患等

に関する正しい理解と社会参加

の促進方策、地域生活を支える

サービス等を提供できる体制づく

り等の総合的な施策に関する研

究を推進する。 
 また、自殺予防については、既

存の生物学的手法では解決が困

難であるため、国内外の医療機

関、研究機関、関係学会等のほ

みならず国際保健の向上に寄与

するため、国際保健医療協力を

軸とし、感染症その他の疾患を中

心課題として、病院、国際医療協

力局、研究所の連携を基盤としな

がら、国内外の保健医療機関、

研究機関、学会、民間等との共

同研究の一層の推進を図ること

する。具体的には、 
・新興・再興感染症や顧みられ

ない熱帯病といった国際的な

感染症に対する革新的な診

断・治療法の研究開発 
・エイズ、肝炎、糖尿病・代謝

性疾患及び免疫疾患に対する

新たな医薬品や診断・治療法

の研究開発 
・感染症や糖尿病・代謝性疾

患、肝炎、免疫疾患等のバイ

オリソースの収集を進め、遺伝

子の解析等による未来型医療

を実現するための診断・治療

法の研究開発 
・エイズ等の病態解明のための

コホート研究 
・国際的視点に基づく保健医

療サービスに関する研究開発 
に取り組むなどして、重点的な研

究・開発を実施すること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・免疫不全症の遺伝子治療に

関する研究開発 
・先天性代謝異常症に対する

再生医療の研究開発 
・食物アレルギー等アレルギー

疾患の発症予防法の確立に関

する研究開発 
・小児が服用しやすい薬剤の

研究開発 
・小児肺高血圧、小児多動症

等に対する研究開発 
・小児慢性特定疾患に対する

治療法の研究開発 
・早産・在胎不当過小やハイリ

スク妊婦等の母と児を対象とし

たコホート研究 
に取り組むなどして、重点的な研

究・開発を実施すること。 

・認知症の先制治療薬、早期

診断技術の開発や予防（コグ

ニサイズの発展・改良など）方

法の確立等の研究開発 
・フレイル・ロコモなどの老年病

に関する診断・予防について

の研究開発 
・歯髄幹細胞を用いた再生医

療についての研究開発 
・2025 年問題を見据えた在宅

医療や終末期医療、認知症患

者の徘徊対策等の老年学・社

会科学的な研究開発 
・バイオバンクと連携した老化・

老年学に関する大規模コホー

ト研究 
に取り組むなどして、重点的な研

究・開発を実施すること。 
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か、地方公共団体、民間団体等

とも連携を図りながら、領域横断

的かつ実践的な研究に取り組

み、現場従事者を含む関係者の

支援・人材育成、研究成果の普

及を図る。 
② 戦略的な研究・開発 ② 戦略的な研究・開発 ② 戦略的な研究・開発 ② 戦略的な研究・開発 ② 戦略的な研究・開発 ② 戦略的な研究・開発 

がんの本態解明に関する研

究、がんの予防法や早期発見手

法に関する研究、アンメットメディ

カルニーズに応える新規薬剤開

発に関する研究、患者に優しい

新規医療技術開発に関する研

究、新たな標準治療を創るための

研究、充実したサバイバーシップ

を実現する社会の構築を目指し

た研究、がん対策の効果的な推

進と評価に関する研究に取り組

む。 

革新的な医療機器・医薬品の

開発、循環器領域・生活習慣病

領域における新規治療法の研究

開発、国際展開を踏まえた多施

設共同研究の実施と施設のネット

ワーク化、生活習慣病の予防法

の研究開発、より健康的なライフ

スタイルのための生活習慣改善

法等の開発に取り組む。 

精神・神経疾患等の本態解明

を目指した研究、精神・神経疾患

等の実態把握を目指した研究、

精神・神経疾患等の新たな予防・

診断・治療法の確立や効果的な

新規治療薬の開発及び既存治療

薬の適応拡大等を目指した研

究、均てん化を目指した研究に

取り組む。 

感染症その他の疾患の本態解

明、疾患の実態把握、高度先駆

的及び標準的予防、診断、治療

法の開発の推進、医薬品及び医

療機器の開発の推進、医療の均

てん化手法の開発の推進、情報

発信手法の開発、国際医療協力

の効果的な推進に必要な研究、

国際保健のネットワークの強化に

必要な研究、国際保健に資する

政策科学研究に取り組む。 

成育疾患の本態解明、成育疾

患の実態把握、高度先駆的及び

標準的な予防、診断、治療法の

開発の推進、成育疾患研究の実

用化体制の構築に取り組む。 

加齢に伴う疾患の本態解明、

加齢に伴う疾患の実態把握、加

齢に伴う疾患に対する予防、診

断、治療法の開発に取り組む。 

上記①及び②の研究・開発に

より、医療推進に大きく貢献する

研究成果を中長期目標期間中に

12 件以上あげること。また、原著

論文数について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 

上記①及び②の研究・開発に

より、医療推進に大きく貢献する

研究成果を中長期目標期間中に

12 件以上あげること。また、原著

論文数について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 

上記①及び②の研究・開発に

より、医療推進に大きく貢献する

研究成果を中長期目標期間中に

12 件以上あげること。また、原著

論文数について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 

上記①及び②の研究・開発に

より、医療推進に大きく貢献する

研究成果を中長期目標期間中に

12 件以上あげること。また、原著

論文数について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 

上記①及び②の研究・開発に

より、医療推進に大きく貢献する

研究成果を中長期目標期間中に

12 件以上あげること。また、原著

論文数について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 

上記①及び②の研究・開発に

より、医療推進に大きく貢献する

研究成果を中長期目標期間中に

12 件以上あげること。また、原著

論文数について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 
（２）実用化を目指した研究・開発の

推進及び基盤整備 
（２）実用化を目指した研究・開発の

推進及び基盤整備 
（２）実用化を目指した研究・開発の

推進及び基盤整備 
（２）実用化を目指した研究・開発の

推進及び基盤整備 
（２）実用化を目指した研究・開発の

推進及び基盤整備 
（２）実用化を目指した研究・開発の

推進及び基盤整備 
メ デ ィ カ ル ゲ ノ ム セ ン タ ー

（MGC）の機能整備と人材育成、

バイオバンク、データベース、コア

ファシリティーの充実、研究管理・

研究支援の充実、産官学の連

携・ネットワークの構築、倫理性・

透明性の確保、知的財産の管理

及び活用、国際連携の強化・国

際貢献、診療ガイドラインの作成・

改訂に資する研究開発及び普及

等により、研究・開発を推進する。 

メ デ ィ カ ル ゲ ノ ム セ ン タ ー

（ MGC ） の 機 能 整 備 と 人 材 育

成  、基礎から臨床への橋渡し

（TR）研究の推進、産学官等との

連携強化、臨床研究の基盤整

備、循環器疾患情報の収集・登

録体制の構築、難治性・希少性

疾患の原因究明や創薬に資する

治験・臨床研究、知的財産の活

用、研究倫理体制の整備・強化と

推進により、研究・開発を推進す

研究所と病院等、センター内の

連携強化、研究基盤の整備・強

化、産学官等との連携強化、研

究・開発の企画及び評価体制の

整備、知的財産の管理強化及び

活用推進、臨床研究機能の強

化、倫理性・透明性の確保しによ

り、研究・開発を推進する。 

研究所、病院、国際医療協力

局等、センター内の連携強化、産

官学等との連携強化、研究・開発

の企画及び評価体制の整備、知

的財産の管理強化及び活用推

進、倫理性・透明性の確保、メデ

ィカルゲノムセンター（MGC）の機

能整備と人材育成、バイオバンク

の充実、First in Human 試験を視

野に入れた治験・臨床試験を実

施する体制の充実・強化を図り、

センター内の連携強化、研究・

開発の企画及び評価体制の整

備、企業等との連携の強化、知的

財産の管理強化及び活用推進、

倫理性・透明性の確保、競争的

資 金 を 財 源と す る 研 究開 発 、

First in Human（Child）試験を

はじめとする治験・臨床研究体制

の整備により、研究・開発を推進

する。 

長寿医療に関する研究開発拠

点としての開発力の強化、高齢者

のためのロボットの開発普及のた

めの拠点の整備、バイオバンクの

充実、高齢者特有の疾患に対す

る効果的な治療・介護手法等、支

える医療の確立、治験・臨床研究

推進体制の整備、適正な研究活

動の遵守のための措置、知的財

産の管理強化及び活用推進、医

療機器の開発の推進、診療ガイド
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るとともに、平成３０年度予定の移

転建替に併せて、オープンイノベ

ーションを指向した、医療クラスタ

ーの形成を目指すこと。 

研究・開発を推進する。 ラインの作成・普及により、研究・

開発を推進する。 

また、医療分野研究開発推進

計画に基づき、臨床研究及び治

験を進めるため、症例の集約化を

図るとともに、今後も、これらの資

源を有効に活用しつつ、臨床研

究の質の向上、研究者・専門家

の育成・人材確保、臨床研究及

び治験のための共通的な基盤の

共用、研究不正・研究費不正使

用等防止への対応、患者との連

携及び国民への啓発活動等への

取組など更なる機能の向上を図

り、基礎研究成果を実用化につ

なぐ体制を構築する。 
具体的には、センター内や産

官学の連携の強化、治験・臨床

研究の推進やゲノム医療の実現

化に向けた基盤整備を行い、特

に、ナショナルセンター・バイオバ

ンクネットワークを最大限活用し、

センターが担うがんその他の悪性

新生物に関する難治性・希少性

疾患の原因解明や創薬に資する

治験・臨床研究を推進するため

に、詳細な臨床情報が付帯され

た良質なバイオリソースを収集・

保存するバイオバンク体制のより

一層の充実を図る。 

また、運営費交付金を財源とし

た研究開発と同様に競争的研究

資金を財源とする研究開発にお

いてもセンターの取り組むべき研

究課題として適切なものを実施す

る仕組みを構築する。 

また、医療分野研究開発推進

計画に基づき、臨床研究及び治

験を進めるため、症例の集約化を

図るとともに、今後も、これらの資

源を有効に活用しつつ、臨床研

究の質の向上、研究者・専門家

の育成・人材確保、臨床研究及

び治験のための共通的な基盤の

共用、研究不正・研究費不正使

用等防止への対応、患者との連

携及び国民への啓発活動等への

取組など更なる機能の向上を図

り、基礎研究成果を実用化につ

なぐ体制を構築する。 
具体的には、センター内や産

官学の連携の強化、治験・臨床

研究の推進やゲノム医療の実現

化に向けた基盤整備を行い、特

に、ナショナルセンター・バイオバ

ンクネットワークを最大限活用し、

センターが担う循環器疾患に関

する難治性・希少性疾患の原因

解明や創薬に資する治験・臨床

研究を推進するために、詳細な

臨床情報が付帯された良質なバ

イオリソースを収集・保存するバイ

オバンク体制のより一層の充実を

図る。 
また、運営費交付金を財源とし

た研究開発と同様に競争的研究

資金を財源とする研究開発にお

いてもセンターの取り組むべき研

究課題として適切なものを実施す

る仕組みを構築する。 

また、医療分野研究開発推進

計画に基づき、臨床研究及び治

験を進めるため、症例の集約化を

図るとともに、今後も、これらの資

源を有効に活用しつつ、臨床研

究の質の向上、研究者・専門家

の育成・人材確保、臨床研究及

び治験のための共通的な基盤の

共用、研究不正・研究費不正使

用等防止への対応、患者との連

携及び国民への啓発活動等への

取組など更なる機能の向上を図

り、基礎研究成果を実用化につ

なぐ体制を構築する。 
具体的には、センター内や産

官学の連携の強化、治験・臨床

研究の推進やゲノム医療の実現

化に向けた基盤整備を行い、特

に、ナショナルセンター・バイオバ

ンクネットワークを最大限活用し、

センターが担う精神・神経疾患等

に関する難治性・希少性疾患の

原因解明や創薬に資する治験・

臨床研究を推進するために、詳

細な臨床情報が付帯された良質

なバイオリソースを収集・保存する

バイオバンク体制のより一層の充

実を図る。 
また、運営費交付金を財源とし

た研究開発と同様に競争的研究

資金を財源とする研究開発にお

いてもセンターの取り組むべき研

究課題として適切なものを実施す

る仕組みを構築する。 

また、医療分野研究開発推進

計画に基づき、臨床研究及び治

験を進めるため、症例の集約化を

図るとともに、今後も、これらの資

源を有効に活用しつつ、臨床研

究の質の向上、研究者・専門家

の育成・人材確保、臨床研究及

び治験のための共通的な基盤の

共用、研究不正・研究費不正使

用等防止への対応、患者との連

携及び国民への啓発活動等への

取組など更なる機能の向上を図

り、基礎研究成果を実用化につ

なぐ体制を構築する。 
具体的には、センター内や産

官学の連携の強化、治験・臨床

研究の推進やゲノム医療の実現

化に向けた基盤整備を行い、特

に、ナショナルセンター・バイオバ

ンクネットワークを最大限活用し、

センターが担う感染症その他の疾

患に関する難治性・希少性疾患

の原因解明や創薬に資する治

験・臨床研究を推進するために、

詳細な臨床情報が付帯された良

質なバイオリソースを収集・保存

するバイオバンク体制のより一層

の充実を図る。 
また、運営費交付金を財源とし

た研究開発と同様に競争的研究

資金を財源とする研究開発にお

いてもセンターの取り組むべき研

究課題として適切なものを実施す

る仕組みを構築する。 
さらに国際的視点を踏まえた取

また、医療分野研究開発推進

計画に基づき、臨床研究及び治

験を進めるため、症例の集約化を

図るとともに、今後も、これらの資

源を有効に活用しつつ、臨床研

究の質の向上、研究者・専門家

の育成・人材確保、臨床研究及

び治験のための共通的な基盤の

共用、研究不正・研究費不正使

用等防止への対応、患者との連

携及び国民への啓発活動等への

取組など更なる機能の向上を図

り、基礎研究成果を実用化につ

なぐ体制を構築する。 
具体的には、センター内や産

官学の連携の強化、治験・臨床

研究の推進やゲノム医療の実現

化に向けた基盤整備を行い、特

に、ナショナルセンター・バイオバ

ンクネットワークを最大限活用し、

センターが担う成育に係る疾患に

関する難治性・希少性疾患の原

因解明や創薬に資する治験・臨

床研究を推進するために、詳細

な臨床情報が付帯された良質な

バイオリソースを収集・保存する

バイオバンク体制のより一層の充

実を図る。 
また、運営費交付金を財源とし

た研究開発と同様に競争的研究

資金を財源とする研究開発にお

いてもセンターの取り組むべき研

究課題として適切なものを実施す

る仕組みを構築する。 

また、医療分野研究開発推進

計画に基づき、臨床研究及び治

験を進めるため、症例の集約化を

図るとともに、今後も、これらの資

源を有効に活用しつつ、臨床研

究の質の向上、研究者・専門家

の育成・人材確保、臨床研究及

び治験のための共通的な基盤の

共用、研究不正・研究費不正使

用等防止への対応、患者との連

携及び国民への啓発活動等への

取組など更なる機能の向上を図

り、基礎研究成果を実用化につ

なぐ体制を構築する。 
具体的には、センター内や産

官学の連携の強化、治験・臨床

研究の推進やゲノム医療の実現

化に向けた基盤整備を行い、特

に、ナショナルセンター・バイオバ

ンクネットワークを最大限活用し、

センターが担う加齢に伴う疾患に

関する難治性・希少性疾患の原

因解明や創薬に資する治験・臨

床研究を推進するために、詳細

な臨床情報が付帯された良質な

バイオリソースを収集・保存する

バイオバンク体制のより一層の充

実を図る。 
また、運営費交付金を財源とし

た研究開発と同様に競争的研究

資金を財源とする研究開発にお

いてもセンターの取り組むべき研

究課題として適切なものを実施す

る仕組みを構築する。 
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組として、医療分野研究開発推

進計画に基づき、国際的視野で

のテーマ設定、国際協力・展開及

び国際貢献に資する取組を進め

る。具体的には、途上国で活用

可能な新しい検査技術を開発す

る。 
以上の実用化を目指した研

究・開発の推進及び基盤整備に

より、第２期中長期目標期間中

に、First in human 試験実施件

数 15 件以上、医師主導治験実

施件数 30 件以上、センターの研

究開発に基づくものを含む先進

医療承認件数 6 件以上及び学会

等が作成する診療ガイドラインへ

の採用件数 20 件以上実施するこ

と。また、臨床研究実施件数（倫

理委員会にて承認された研究を

いう。）及び治験（製造販売後臨

床試験も含む。）の実施件数につ

いて中長期計画に具体的な目標

を定めること。 

以上の実用化を目指した研

究・開発の推進及び基盤整備に

より、第２期中長期目標期間中

に、First in human 試験実施件

数 2 件、医師主導治験実施件数

3 件、センターの研究開発に基づ

くものを含む先進医療承認件数 2
件及び学会等が作成する診療ガ

イドラインへの採用件数 35 件実

施すること。また、臨床研究実施

件数（倫理委員会にて承認され

た研究をいう。）及び治験（製造

販売後臨床試験も含む。）の実施

件数について中長期計画に具体

的な目標を定めること。 

以上の実用化を目指した研

究・開発の推進及び基盤整備に

より、第２期中長期目標期間中

に、First in human 試験を含む

臨床研究及び治験（医師主導治

験を含む）の総実施件数を平成

26 年度に比べ５％以上増加させ

るとともにセンターの研究開発に

基づくものを含む新たな先進医

療の承認を得ること。更に、学会

等が作成する診療ガイドラインへ

の採用数について中長期計画に

具体的な目標を定めること。 

以上の実用化を目指した研

究・開発の推進及び基盤整備に

より、第２期中長期目標期間中

に、First in human 試験実施件

数、医師主導治験実施件数、セ

ンターの研究開発に基づくものを

含む先進医療承認件数につい

て、合計 3 件以上実施するととも

に臨床研究実施件数（倫理委員

会にて承認された研究をいう。）

及び治験（製造販売後臨床試験

も含む。）の実施件数、学会等が

作成する診療ガイドラインへの採

用数について中長期計画に具体

的な目標を定めること。 

以上の実用化を目指した研

究・開発の推進及び基盤整備に

より、第２期中長期目標期間中

に、First in human（Child）試

験実施件数 1 件、医師主導治験

の実施件数5件、センターの研究

開発に基づくものを含む先進医

療承認件数 3 件以上を実施する

こと。更に臨床研究実施件数（倫

理委員会にて承認された研究を

いう。）及び治験（製造販売後臨

床試験も含む。）の実施件数、学

会等が作成する診療ガイドライン

への採用数について中長期計画

に具体的な目標を定めること。 

以上の実用化を目指した研

究・開発の推進及び基盤整備に

より、第２期中長期目標期間中

に、First in human 試験実施件

数、医師主導治験実施件数、セ

ンターの研究開発に基づくものを

含む先進医療承認件数につい

て、合計 5 件以上実施するととも

に臨床研究実施件数（倫理委員

会にて承認された研究をいう。）

及び治験（製造販売後臨床試験

も含む。）の実施件数、学会等が

作成する診療ガイドラインへの採

用数について中長期計画に具体

的な目標を定めること。 

２．医療の提供に関する事項 ２．医療の提供に関する事項 ２．医療の提供に関する事項 ２．医療の提供に関する事項 ２．医療の提供に関する事項 ２．医療の提供に関する事項 
（１）医療政策の一環として、センタ

ーで実施すべき高度かつ専門的な

医療、標準化に資する医療の提供 

（１）医療政策の一環として、センタ

ーで実施すべき高度かつ専門的な

医療、標準化に資する医療の提供 

（１）医療政策の一環として、センタ

ーで実施すべき高度かつ専門的な

医療、標準化に資する医療の提供 

（１）医療政策の一環として、センタ

ーで実施すべき高度かつ専門的な

医療、標準化に資する医療の提供 

（１）医療政策の一環として、センタ

ーで実施すべき高度かつ専門的な

医療、標準化に資する医療の提供 

（１）医療政策の一環として、センタ

ーで実施すべき高度かつ専門的な

医療、標準化に資する医療の提供 
我が国におけるがんに対する

中核的な医療機関として、 
我が国における循環器病に対

する中核的な医療機関として、 
我が国における精神・神経疾

患等に対する中核的な医療機関

として、 

我が国における感染症その他

の疾患に対する中核的な医療機

関として、 

我が国における成育医療の中

核的な医療機関として、「子ども・

子育てビジョン」（平成 22 年 1 月

29 日閣議決定）に定める「妊娠、

出産、子育ての希望が実現でき

る社会」の構築を目指し、 

我が国における長寿医療の中

核的な医療機関として、「高齢社

会対策大綱」（平成 24 年 9 月 7
日閣議決定）に定める「活躍して

いる人や活躍したいと思っている

人たちの誇りや尊厳を高め、意欲

と能力のある高齢者には社会の

支え手となってもらうと同時に、支

えが必要となった時には、周囲の

支えにより自立し、人間らしく生活

できる尊厳のある超高齢社会を

実現させ、国民一人ひとりの意欲
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と能力が最大限に発揮できるよう

な全世代で支え合える社会」の構

築を目指し、 
国内外の研究施設及び医療機

関等の知見を集約しつつ研究部

門と密接な連携を図り、その研究

成果を活用し、先進医療を含む

高度かつ専門的な医療の提供を

引き続き推進する。 

国内外の研究施設及び医療機

関等の知見を集約しつつ研究部

門と密接な連携を図り、その研究

成果を活用し、先進医療を含む

高度かつ専門的な医療の提供を

引き続き推進する。 
加えて、臓器移植ネットワーク

における移植実施施設として臓

器移植法に基づく移植医療を適

切に行うこと。 

国内外の研究施設及び医療機

関等の知見を集約しつつ研究部

門と密接な連携を図り、その研究

成果を活用し、先進医療を含む

高度かつ専門的な医療の提供を

引き続き推進する。 

国内外の研究施設及び医療機

関等の知見を集約しつつ研究部

門と密接な連携を図り、その研究

成果を活用し、先進医療を含む

高度かつ専門的な医療の提供を

引き続き推進する。 
加えて、感染症その他の疾患

の症例集積にも資するよう総合病

院機能を充実させ、質の高い救

急医療を提供するのとともに特定

感染症指定医療機関として、感

染症指定医療機関等と連携し、

感染症の患者に対する医療の提

供を着実に行うこと。 

国内外の研究施設及び医療機

関等の知見を集約しつつ研究部

門と密接な連携を図り、その研究

成果を活用し、先進医療を含む

高度かつ専門的な医療の提供を

引き続き推進する。 
加えて、周産期・小児医療にお

いて、関係医療機関と連携し、妊

産婦、周産期における母児、小

児の広範な救急医療に対して、

質の高い医療の提供を行うこと。 

国内外の研究施設及び医療機

関等の知見を集約しつつ研究部

門と密接な連携を図り、その研究

成果を活用し、先進医療を含む

高度かつ専門的な医療の提供を

引き続き推進する。 

また、各病院の医療の質や機

能の向上を図る観点から、センタ

ーとして提供することを求められ

ている医療のレベルに見合った

臨床評価指標を策定し、医療の

質の評価を実施し、その結果を

情報発信する。 

また、各病院の医療の質や機

能の向上を図る観点から、センタ

ーとして提供することを求められ

ている医療のレベルに見合った

臨床評価指標を策定し、医療の

質の評価を実施し、その結果を

情報発信する。 

また、各病院の医療の質や機

能の向上を図る観点から、センタ

ーとして提供することを求められ

ている医療のレベルに見合った

臨床評価指標を策定し、医療の

質の評価を実施し、その結果を

情報発信する。 

また、各病院の医療の質や機

能の向上を図る観点から、センタ

ーとして提供することを求められ

ている医療のレベルに見合った

臨床評価指標を策定し、医療の

質の評価を実施し、その結果を

情報発信する。 

また、各病院の医療の質や機

能の向上を図る観点から、センタ

ーとして提供することを求められ

ている医療のレベルに見合った

臨床評価指標を策定し、医療の

質の評価を実施し、その結果を情

報発信する。 

また、各病院の医療の質や機

能の向上を図る観点から、センタ

ーとして提供することを求められ

ている医療のレベルに見合った

臨床評価指標を策定し、医療の

質の評価を実施し、その結果を情

報発信する。 
（２）患者の視点に立った良質かつ

安心な医療の提供 
（２）患者の視点に立った良質かつ

安心な医療の提供 
（２）患者の視点に立った良質かつ

安心な医療の提供 
（２）患者の視点に立った良質かつ

安心な医療の提供 
（２）患者の視点に立った良質かつ

安心な医療の提供 
（２）患者の視点に立った良質かつ

安心な医療の提供 
医療の高度化・複雑化が進む

中で、質が高く安全な医療を提供

するため、各医療従事者が高い

専門性を発揮しつつ、業務を分

担しながら互いに連携することに

より、患者の状態に応じた適切な

医療を提供するなど、医師及び

その他医療従事者等、それぞれ

の特性を生かした、多職種連携

かつ診療科横断によるチーム医

療を推進し、特定の職種への過

度な負担を軽減するとともに、継

続して質の高い医療の提供を行

医療の高度化・複雑化が進む

中で、質が高く安全な医療を提供

するため、各医療従事者が高い

専門性を発揮しつつ、業務を分

担しながら互いに連携することに

より、患者の状態に応じた適切な

医療を提供するなど、医師及び

その他医療従事者等、それぞれ

の特性を生かした、多職種連携

かつ診療科横断によるチーム医

療を推進し、特定の職種への過

度な負担を軽減するとともに、継

続して質の高い医療の提供を行

医療の高度化・複雑化が進む

中で、質が高く安全な医療を提供

するため、各医療従事者が高い

専門性を発揮しつつ、業務を分

担しながら互いに連携することに

より、患者の状態に応じた適切な

医療を提供するなど、医師及び

その他医療従事者等、それぞれ

の特性を生かした、多職種連携

かつ診療科横断によるチーム医

療を推進し、特定の職種への過

度な負担を軽減するとともに、継

続して質の高い医療の提供を行

医療の高度化・複雑化が進む

中で、質が高く安全な医療を提供

するため、各医療従事者が高い

専門性を発揮しつつ、業務を分

担しながら互いに連携することに

より、患者の状態に応じた適切な

医療を提供するなど、医師及び

その他医療従事者等、それぞれ

の特性を生かした、多職種連携

かつ診療科横断によるチーム医

療を推進し、特定の職種への過

度な負担を軽減するとともに、継

続して質の高い医療の提供を行

医療の高度化・複雑化が進む

中で、質が高く安全な医療を提供

するため、各医療従事者が高い

専門性を発揮しつつ、業務を分

担しながら互いに連携することに

より、患者の状態に応じた適切な

医療を提供するなど、医師及び

その他医療従事者等、それぞれ

の特性を生かした、多職種連携

かつ診療科横断によるチーム医

療を推進し、特定の職種への過

度な負担を軽減するとともに、継

続して質の高い医療の提供を行

医療の高度化・複雑化が進む

中で、質が高く安全な医療を提供

するため、各医療従事者が高い

専門性を発揮しつつ、業務を分

担しながら互いに連携することに

より、患者の状態に応じた適切な

医療を提供するなど、医師及び

その他医療従事者等、それぞれ

の特性を生かした、多職種連携

かつ診療科横断によるチーム医

療を推進し、特定の職種への過

度な負担を軽減するとともに、継

続して質の高い医療の提供を行
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うこと。 
特に医療安全については、NC

間における医療安全相互チェック

を行うこと、全職員を対象とした医

療安全や感染対策のための研修

会を年間 2 回以上開催し受講状

況を確認すること、医療安全委員

会を月 1 回以上開催することな

ど、医療事故防止、感染管理及

び医療機器等の安全管理に努め

る。 

うこと。 
特に医療安全については、NC

間における医療安全相互チェック

を行うこと、全職員を対象とした医

療安全や感染対策のための研修

会を年間 2 回以上開催し受講状

況を確認すること、医療安全委員

会を月 1 回以上開催することな

ど、医療事故防止、感染管理及

び医療機器等の安全管理に努め

る。 

うこと。 
特に医療安全については、NC

間における医療安全相互チェック

を行うこと、全職員を対象とした医

療安全や感染対策のための研修

会を年間 2 回以上開催し受講状

況を確認すること、医療安全委員

会を月 1 回以上開催することな

ど、医療事故防止、感染管理及

び医療機器等の安全管理に努め

る。 
また、患者・家族に必要な説明

を行い、情報の共有化に努めるこ

とにより、患者との信頼関係を構

築し、また、患者・家族が治療の

選択、決定を医療者とともに主体

的に行うことができるよう支援する

ことに加え、入院時から地域ケア

を見通し、地域生活への移行を

目指した良質かつ適切な医療の

提供を行うこと。 

うこと。 
特に医療安全については、NC

間における医療安全相互チェック

を行うこと、全職員を対象とした医

療安全や感染対策のための研修

会を年間 2 回以上開催し受講状

況を確認すること、医療安全委員

会を月 1 回以上開催することな

ど、医療事故防止、感染管理及

び医療機器等の安全管理に努め

る。 

うこと。 
特に医療安全については、NC

間における医療安全相互チェック

を行うこと、全職員を対象とした医

療安全や感染対策のための研修

会を年間 2 回以上開催し受講状

況を確認すること、医療安全委員

会を月 1 回以上開催することな

ど、医療事故防止、感染管理及

び医療機器等の安全管理に努め

る。 

うこと。 
特に医療安全については、NC

間における医療安全相互チェック

を行うこと、全職員を対象とした医

療安全や感染対策のための研修

会を年間 2 回以上開催し受講状

況を確認すること、医療安全委員

会を月 1 回以上開催することな

ど、医療事故防止、感染管理及

び医療機器等の安全管理に努め

る。 

緩和医療については、がん患

者とその家族が質の高い療養生

活を送ることができるよう、がんと

診断されてから緩和ケアを提供で

きる体制を整備すること。 

 医療観察法対象者に対して、

研究部門と連携し、退院後の地

域生活への安全で円滑な移行を

支援する質の高い医療の提供を

行うこと。 

 子どもの心の問題、児童虐待、

発達障害等に対応する医療体制

を構築するとともに、全国の拠点

病院等との連携を推進すること。 

認知症患者、家族を支援する

ための医療体制を構築するととも

に、医療と介護の連携を推進する

こと。 

患者の更なる生活の質の向上

を目指すため、緩和ケアチームの

関わる症例数 1,600 件/年以上を

維持するとともに、栄養サポート

チームにおいてチーム全体で目

標症例数を 1,600 件/年、加算件

数を 5,300 件/年以上とし、また、

通院治療センターを中心とした外

来化学療法実施数（延べ数）を

55,000 件/年以上とすること。 

患者に対して、急性期から回

復期、維持期、再発防止まで、切

れ目のない適切な医療の提供を

目指し、連携登録医療機関数を

中長期目標の期間中に、平成 26
年度に比して 10％の増を図るな

ど、入院から地域ケアまで一貫し

た支援を実施すること。 

重症心身障害児（者）に対し

て、心身の発達を促す医療及び

様々な合併症を予防する総合的

医療等、質の高い医療の提供を

行うこと。 

  高齢者の在宅療養生活を支援

し、切れ目のない医療の提供を

行うため、モデル的な在宅医療支

援を提供すること。 
患者に対するインフォームドコ

ンセント等において、人生の最終

段階におけるモデル的な医療の

提供を行うこと。 

「研究開発成果の最大化」と

「適正、効果的かつ効率的な業

務運営」との両立の実現に資する

よう、病院毎の手術件数・病床利

「研究開発成果の最大化」と

「適正、効果的かつ効率的な業

務運営」との両立の実現に資する

よう、手術件数・病床利用率・平

「研究開発成果の最大化」と

「適正、効果的かつ効率的な業

務運営」との両立の実現に資する

よう、手術件数・病床利用率・平

「研究開発成果の最大化」と

「適正、効果的かつ効率的な業

務運営」との両立の実現に資する

よう、病院毎の手術件数・病床利

「研究開発成果の最大化」と

「適正、効果的かつ効率的な業

務運営」との両立の実現に資する

よう、手術件数・病床利用率・平

「研究開発成果の最大化」と

「適正、効果的かつ効率的な業

務運営」との両立の実現に資する

よう、手術件数・病床利用率・平
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用率・平均在院日数・入院実患

者数等について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 

均在院日数・入院実患者数等に

ついて、第２期中長期計画等に

適切な数値目標を設定すること。 

均在院日数・入院実患者数等に

ついて、第２期中長期計画等に

適切な数値目標を設定すること。 

用率・平均在院日数・入院実患

者数等について、第２期中長期

計画等に適切な数値目標を設定

すること。 

均在院日数・入院実患者数等に

ついて、第２期中長期計画等に

適切な数値目標を設定すること。 

均在院日数・入院実患者数等に

ついて、第２期中長期計画等に

適切な数値目標を設定すること。 

３．人材育成に関する事項 ３．人材育成に関する事項 ３．人材育成に関する事項 ３．人材育成に関する事項 ３．人材育成に関する事項 ３．人材育成に関する事項 
人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、がんに関する医療及び

研究を推進するにあたりリーダー

として活躍できる人材の育成を行

うとともに、モデル的な研修及び

講習の実施及び普及に努めるこ

と。 
具体的には、高度な医療技術

を有する外国の医師が、その技

術を日本の医師に対して教授す

るために来日するケースや、海外

のトップクラスの研究者が、日本

の研究者と共同して国際水準の

臨床研究を実施するために来日

するケースも想定されることから、

国内外の有為な人材の育成拠点

となるよう、センターが担う疾患に

対する医療及び研究を推進する

にあたり、リーダーとして活躍でき

る人材の育成を継続して実施す

る。 
高度かつ専門的な医療技術に

関する研修（内視鏡による低侵襲

がん治療等の研修）を実施するな

ど、モデル的な研修及び講習を

実施し、普及に努める。 
   なお、研修等について、第２期

中長期計画等に適切な数値目標

を設定すること。 

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、循環器病に関する医療

及び研究を推進するにあたりリー

ダーとして活躍できる人材の育成

を行うとともに、モデル的な研修

及び講習の実施及び普及に努め

ること。 
具体的には、高度な医療技術

を有する外国の医師が、その技

術を日本の医師に対して教授す

るために来日するケースや、海外

のトップクラスの研究者が、日本

の研究者と共同して国際水準の

臨床研究を実施するために来日

するケースも想定されることから、

国内外の有為な人材の育成拠点

となるよう、センターが担う疾患に

対する医療及び研究を推進する

にあたり、リーダーとして活躍でき

る人材の育成を継続して実施す

る。 
高度かつ専門的な医療技術に

関する研修（慢性血栓塞栓性肺

高血圧症に対するバルーン肺動

脈形成術等の研修）を実施する

など、モデル的な研修及び講習

を実施し、普及に努める。 
なお、研修等について、第２期

中長期計画等に適切な数値目標

を設定すること。 

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、精神・神経疾患等に関

する医療、研究（特にトランスレー

ショナルリサーチ）及び関係政策

を推進するにあたりリーダーとして

活躍できる人材の育成を行うとと

もに、教育・研修方法の開発など

により、モデル的な研修及び講習

の実施及び普及に努めること。 
具体的には、高度な医療技術

を有する外国の医師が、その技

術を日本の医師に対して教授す

るために来日するケースや、海外

のトップクラスの研究者が、日本

の研究者と共同して国際水準の

臨床研究を実施するために来日

するケースも想定されることから、

国内外の有為な人材の育成拠点

となるよう、センターが担う疾患に

対する医療及び研究を推進する

にあたり、リーダーとして活躍でき

る人材の育成を継続して実施す

る。 
高度かつ専門的な医療技術に

関する研修（うつ病、統合失調症

やパーキンソン病に対する治療

法の研修）を実施するなど、モデ

ル的な研修及び講習を実施し、

普及に努める。 
なお、研修等について、第２期

中長期計画等に適切な数値目標

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、総合的な医療を基盤と

して、感染症その他の疾患に関

する医療及び研究を推進するに

あたりリーダーとして活躍できる人

材の育成を行うとともに、モデル

的な研修及び講習の実施及び普

及に努めること。 
具体的には、高度な医療技術

を有する外国の医師が、その技

術を日本の医師に対して教授す

るために来日するケースや、海外

のトップクラスの研究者が、日本

の研究者と共同して国際水準の

臨床研究を実施するために来日

するケースも想定されることから、

国内外の有為な人材の育成拠点

となるよう、センターが担う疾患に

対する医療及び研究を推進する

にあたり、リーダーとして活躍でき

る人材の育成を継続して実施す

る。 
高度かつ専門的な医療技術に

関する以下の研修を実施するな

ど、モデル的な研修及び講習を

実施し、普及に努める。 
・エボラ出血熱やエイズ等の国際

的な感染症に対する治療法等の

研修 
・肝炎等の肝疾患医療を担う高度

かつ専門的な技術を持つ人材

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、成育医療及びその研究

を推進するにあたりリーダーとして

活躍できる人材の育成を行うとと

もに、モデル的な研修及び講習

の実施及び普及に努めること。 
具体的には、高度な医療技術

を有する外国の医師が、その技

術を日本の医師に対して教授す

るために来日するケースや、海外

のトップクラスの研究者が、日本

の研究者と共同して国際水準の

臨床研究を実施するために来日

するケースも想定されることから、

国内外の有為な人材の育成拠点

となるよう、センターが担う疾患に

対する医療及び研究を推進する

にあたり、リーダーとして活躍でき

る人材の育成を継続して実施す

る。 
高度かつ専門的な医療技術に

関する研修（未熟児網膜症早期

手術等の研修）を実施するなど、

モデル的な研修及び講習を実施

し、普及に努める。 
なお、研修等について、第２期

中長期計画等に適切な数値目標

を設定すること。 

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、長寿医療及びその研究

を推進するにあたりリーダーとして

活躍できる人材の育成を行うとと

もに、モデル的な研修及び講習

の実施及び普及に努めること。 
具体的には、高度な医療技術

を有する外国の医師が、その技

術を日本の医師に対して教授す

るために来日するケースや、海外

のトップクラスの研究者が、日本

の研究者と共同して国際水準の

臨床研究を実施するために来日

するケースも想定されることから、

国内外の有為な人材の育成拠点

となるよう、センターが担う疾患に

対する医療及び研究を推進する

にあたり、リーダーとして活躍でき

る人材の育成を継続して実施す

る。 
高度かつ専門的な医療技術に

関する研修（FDG を用いたポジト

ロン断層撮影によるアルツハイマ

ー病診断法等の研修）を実施す

るなど、モデル的な研修及び講

習を実施し、普及に努める。 
専門修練医用の研修プログラ

ムの作成など専門修練医制度を

整備する。 
なお、研修等について、第２期

中長期計画等に適切な数値目標
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を設定すること。 育成を目的とした研修 
・糖尿病に対する診療の高度化・

均てん化を目的とした研修 
・ 国際保健医療施策の推進のた

めの国内外リーダーの育成の研

修 
なお、研修等について、第２期

中長期計画等に適切な数値目標

を設定すること。 

を設定すること。 

４．医療政策の推進等に関する事

項 
４．医療政策の推進等に関する事

項 
４．医療政策の推進等に関する事

項 
４．医療政策の推進等に関する事

項 
４．医療政策の推進等に関する事

項 
４．医療政策の推進等に関する事

項 
（１）国への政策提言に関する事項 （１）国への政策提言に関する事項 （１）国への政策提言に関する事項 （１）国への政策提言に関する事項 （１）国への政策提言に関する事項 （１）国への政策提言に関する事項 

研究、医療の均てん化等に取

り組む中で明らかになった課題や

我が国の医療政策の展開等のう

ち、特に研究開発に係る分野に

ついて、科学的根拠に基づき、か

つ、患者を含めた国民の視点に

立ったものにするため、科学的見

地から国への専門的提言を行うこ

と。 

研究、医療の均てん化等に取

り組む中で明らかになった課題や

我が国の医療政策の展開等のう

ち、特に研究開発に係る分野に

ついて、科学的根拠に基づき、か

つ、患者を含めた国民の視点に

立ったものにするため、科学的見

地から国への専門的提言を行うこ

と。 

研究、医療の均てん化等に取

り組む中で明らかになった課題や

我が国の医療政策の展開等のう

ち、特に研究開発に係る分野に

ついて、科学的根拠に基づき、か

つ、患者を含めた国民の視点に

立ったものにするため、科学的見

地から国への専門的提言を行うこ

と。 

研究、医療の均てん化等に取

り組む中で明らかになった課題や

我が国の医療政策の展開等のう

ち、特に研究開発に係る分野に

ついて、科学的根拠に基づき、か

つ、患者を含めた国民の視点に

立ったものにするため、科学的見

地から国への専門的提言を行うこ

と。 

研究、医療の均てん化等に取

り組む中で明らかになった課題や

我が国の医療政策の展開等のう

ち、特に研究開発に係る分野に

ついて、科学的根拠に基づき、か

つ、患者を含めた国民の視点に

立ったものにするため、科学的見

地から国への専門的提言を行うこ

と。 

研究、医療の均てん化等に取

り組む中で明らかになった課題や

我が国の医療政策の展開等のう

ち、特に研究開発に係る分野に

ついて、科学的根拠に基づき、か

つ、患者を含めた国民の視点に

立ったものにするため、科学的見

地から国への専門的提言を行うこ

と。 
（２）医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項 
（２）医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項 
（２）医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項 
（２）医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項 
（２）医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項 
（２）医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項 
がん登録等の推進に関する法

律（平成 25 年法律第 111 号）に

基づき、「全国がん登録データベ

ース」の運用と院内がん登録情報

等の収集を確実に実施する。ま

た、第２期中長期目標期間中に

国のがん対策の企画立案又は実

施に必要な最新の 5 年生存率な

どのデータを整理し、医療の均て

ん化等を促進する。 
情報発信にあたっては、関係

学会とも連携しつつ、診療ガイド

ラインの作成に更に関与するもの

とし、ホームページを活用すること

等により、診療ガイドラインの普及

に努めるなど、国内外のセンター

関係学会とも連携しつつ、ゲノ

ム情報、患者レジストリ等を活用

するなど、センターが担う疾患に

かかる中核的な医療機関間のネ

ットワーク化を推進し、高度かつ

専門的な医療の普及を図り、医

療の標準化に努める。 
情報発信にあたっては、関係

学会とも連携しつつ、診療ガイド

ラインの作成に更に関与するもの

とし、ホームページを活用すること

等により、診療ガイドラインの普及

に努めるなど、国内外のセンター

が担う疾患に関する知見を収集、

整理及び評価し、科学的根拠に

基づく診断及び治療法等につい

関係学会とも連携しつつ、ゲノ

ム情報、患者レジストリ等を活用

するなど、センターが担う疾患に

かかる中核的な医療機関間のネ

ットワーク化を推進し、高度かつ

専門的な医療の普及を図り、医

療の標準化に努める。 
情報発信にあたっては、関係

学会とも連携しつつ、診療ガイド

ラインの作成に更に関与するもの

とし、ホームページを活用すること

等により、診療ガイドラインの普及

に努めるなど、国内外のセンター

が担う疾患に関する知見を収集、

整理及び評価し、科学的根拠に

基づく診断及び治療法等につい

関係学会とも連携しつつ、ゲノ

ム情報、患者レジストリ等を活用

するなど、センターが担う疾患に

かかる中核的な医療機関間のネ

ットワーク化を推進し、高度かつ

専門的な医療の普及を図り、医

療の標準化に努める。 
情報発信にあたっては、関係

学会とも連携しつつ、診療ガイド

ラインの作成に更に関与するもの

とし、ホームページを活用すること

等により、診療ガイドラインの普及

に努めるなど、国内外のセンター

が担う疾患に関する知見を収集、

整理及び評価し、科学的根拠に

基づく診断及び治療法等につい

関係学会とも連携しつつ、ゲノ

ム情報、患者レジストリ等を活用

するなど、センターが担う疾患に

かかる中核的な医療機関間のネ

ットワーク化を推進し、高度かつ

専門的な医療の普及を図り、医

療の標準化に努める。 
情報発信にあたっては、関係

学会とも連携しつつ、診療ガイド

ラインの作成に更に関与するもの

とし、ホームページを活用すること

等により、診療ガイドラインの普及

に努めるなど、国内外のセンター

が担う疾患に関する知見を収集、

整理及び評価し、科学的根拠に

基づく診断及び治療法等につい

関係学会とも連携しつつ、ゲノ

ム情報、患者レジストリ等を活用

するなど、センターが担う疾患に

かかる中核的な医療機関間のネ

ットワーク化を推進し、高度かつ

専門的な医療の普及を図り、医

療の標準化に努める。 
情報発信にあたっては、関係

学会とも連携しつつ、診療ガイド

ラインの作成に更に関与するもの

とし、ホームページを活用すること

等により、診療ガイドラインの普及

に努めるなど、国内外のセンター

が担う疾患に関する知見を収集、

整理及び評価し、科学的根拠に

基づく診断及び治療法等につい
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が担う疾患に関する知見を収集、

整理及び評価し、科学的根拠に

基づく診断及び治療法等につい

て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供の充実を図る。 
 

て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供の充実を図る。 
て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供の充実を図る。 
て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供の充実を図る。 
国際保健医療協力分野におい

ても、国内外の関係学会と連携し

つつ、海外の連携拠点を活用す

るなどネットワーク化を促進し、日

本の知見の普及を図る。情報発

信にあたっても国内外の関係学

会、国際機関等と連携しつつ、情

報提供の充実を図る。 

て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供の充実を図る。 
て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供の充実を図る。 

（３）公衆衛生上の重大な危害への

対応 
（３）公衆衛生上の重大な危害への

対応 
（３）公衆衛生上の重大な危害への

対応 
（３）公衆衛生上の重大な危害への

対応 
（３）公衆衛生上の重大な危害への

対応 
（３）公衆衛生上の重大な危害への

対応 
公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。 

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。 

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。 

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。 
また、新感染症の発生に備え

るための訓練を毎年 1 回実施す

ること。 

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。 

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。 

   （４）国際協力   
   相手側の実情やニーズに適し

た保健医療サービスの提供や制

度開発等の協力を実施する。 
日本が取り組んできた健康的

な生活習慣の促進、早期発見・

早期治療や予防医療の推進及

び、公的医療保険制度の構築支

援等に関する日本の経験・知見

を移転する。 
地球規模課題の解決に資する

国際協力を実施する。 
開発途上国における母子保

健、疾病対策を含む保健システ

ム 強 化 を 図 る た め の 専 門 家

（ODA 実施者、研究者、コンサル

タント等）の派遣による技術協力

及び海外からの研修生の受入に

ついては、第２期中長期計画等

に適切な数値目標を設定するこ
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と。 
第３ 業務運営の効率化に関する

事項 
第３ 業務運営の効率化に関する

事項 
第３ 業務運営の効率化に関する

事項 
第３ 業務運営の効率化に関する

事項 
第３ 業務運営の効率化に関する

事項 
第３ 業務運営の効率化に関する

事項 
１．効率的な業務運営に関する事項 １．効率的な業務運営に関する事項 １．効率的な業務運営に関する事項 １．効率的な業務運営に関する事項 １．効率的な業務運営に関する事項 １．効率的な業務運営に関する事項 

業務の質の向上及びガバナン

スの強化を目指し、かつ、効率的

な業務運営体制とするため、定期

的に事務及び事業の評価を行

い、役割分担の明確化及び職員

の適正配置等を通じ、弾力的な

組織の再編及び構築を行うこと。 

業務の質の向上及びガバナン

スの強化を目指し、かつ、効率的

な業務運営体制とするため、定期

的に事務及び事業の評価を行

い、役割分担の明確化及び職員

の適正配置等を通じ、弾力的な

組織の再編及び構築を行うこと。 

業務の質の向上及びガバナン

スの強化を目指し、かつ、効率的

な業務運営体制とするため、定期

的に事務及び事業の評価を行

い、役割分担の明確化及び職員

の適正配置等を通じ、弾力的な

組織の再編及び構築を行うこと。 

業務の質の向上及びガバナン

スの強化を目指し、かつ、効率的

な業務運営体制とするため、定期

的に事務及び事業の評価を行

い、役割分担の明確化及び職員

の適正配置等を通じ、弾力的な

組織の再編及び構築を行うこと。 

業務の質の向上及びガバナン

スの強化を目指し、かつ、効率的

な業務運営体制とするため、定期

的に事務及び事業の評価を行

い、役割分担の明確化及び職員

の適正配置等を通じ、弾力的な

組織の再編及び構築を行うこと。 

業務の質の向上及びガバナン

スの強化を目指し、かつ、効率的

な業務運営体制とするため、定期

的に事務及び事業の評価を行

い、役割分担の明確化及び職員

の適正配置等を通じ、弾力的な

組織の再編及び構築を行うこと。 
また、独立行政法人に関する

制度の見直しの状況を踏まえ適

切な取組みを行うこと。 

また、独立行政法人に関する

制度の見直しの状況を踏まえ適

切な取組みを行うこと。 

また、独立行政法人に関する

制度の見直しの状況を踏まえ適

切な取組みを行うこと。 

また、独立行政法人に関する

制度の見直しの状況を踏まえ適

切な取組みを行うこと。 

また、独立行政法人に関する

制度の見直しの状況を踏まえ適

切な取組みを行うこと。 

また、独立行政法人に関する

制度の見直しの状況を踏まえ適

切な取組みを行うこと。 
センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。 
① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し 
② NC 等の間において、事務用

消耗品をはじめ、医療機器など

実施可能なものについて共同

調達等を進める。 
③ 後発医薬品の使用をより促進

し、中長期計画期間の最終年

度までに数量シェアで 60％以

上とすること。 
④ 医業未収金の発生防止の取

組や査定減対策など、適正な

診療報酬請求業務を推進し、

引き続き収入の確保を図るこ

と。 
これら取組により、中長期目標

期間中の累計した損益計算にお

いて、経常収支が 100％以上とな

るよう経営改善に取り組む。 

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。 
① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し 
②  NC 等の間において、事務

用消耗品をはじめ、医療機器

など実施可能なものについて

共同調達等を進める。 
③ 後発医薬品の使用をより促進

し、中長期計画期間の最終年

度までに数量シェアで 60％以

上とすること。 
④ 医業未収金の発生防止の取

組や査定減対策など、適正な

診療報酬請求業務を推進し、

引き続き収入の確保を図るこ

と。 
これら取組により、中長期目標

期間中の累計した損益計算にお

いて、経常収支が 100％以上とな

るよう経営改善に取り組む。 

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。 
① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し 
②  NC 等の間において、事務

用消耗品をはじめ、医療機器

など実施可能なものについて

共同調達等を進める。 
③ 後発医薬品の使用をより促進

し、中長期計画期間の最終年

度までに数量シェアで 65％以

上とすること。 
④ 医業未収金の発生防止の取

組や査定減対策など、適正な

診療報酬請求業務を推進し、

引き続き収入の確保を図るこ

と。 
これら取組により、中長期目標

期間中の累計した損益計算にお

いて、経常収支が 100％以上とな

るよう経営改善に取り組む。 

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。 
① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し 
②  NC 等の間において、事務

用消耗品をはじめ、医療機器

など実施可能なものについて

共同調達等を進める。 
③ 後発医薬品の使用をより促進

し、中長期計画期間の最終年

度までに数量シェアで 60％以

上とすること。 
④ 医業未収金の発生防止の取

組や査定減対策など、適正な

診療報酬請求業務を推進し、

引き続き収入の確保を図るこ

と。 
これら取組により、中長期目標

期間中の累計した損益計算にお

いて、経常収支が 100％以上とな

るよう経営改善に取り組む。 

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。 
① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し 
②  NC 等の間において、事務

用消耗品をはじめ、医療機器

など実施可能なものについて

共同調達等を進める。 
③ 後発医薬品の使用をより促進

し、中長期計画期間の最終年

度までに数量シェアで 60％以

上とすること。 
④ 医業未収金の発生防止の取

組や査定減対策など、適正な

診療報酬請求業務を推進し、

引き続き収入の確保を図るこ

と。 
これら取組により、中長期目標

期間中の累計した損益計算にお

いて、経常収支が 100％以上とな

るよう経営改善に取り組む。 

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。 
① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し 
②  NC 等の間において、事務

用消耗品をはじめ、医療機器

など実施可能なものについて

共同調達等を進める。 
③ 後発医薬品の使用をより促進

し、中長期計画期間の最終年

度までに数量シェアで 60％以

上とすること。 
④ 医業未収金の発生防止の取

組や査定減対策など、適正な

診療報酬請求業務を推進し、

引き続き収入の確保を図るこ

と。 
これら取組により、中長期目標

期間中の累計した損益計算にお

いて、経常収支が 100％以上とな

るよう経営改善に取り組む。 
２．電子化の推進 ２．電子化の推進 ２．電子化の推進 ２．電子化の推進 ２．電子化の推進 ２．電子化の推進 

業務の効率化及び質の向上を 業務の効率化及び質の向上を 業務の効率化及び質の向上を 業務の効率化及び質の向上を 業務の効率化及び質の向上を 業務の効率化及び質の向上を
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目的とした電子化を費用対効果

を勘案しつつ推進し、情報を経営

分析等に活用すること。 
また、センターの業務計画（年

度計画等）の一つとして、情報セ

キュリティ対策を位置づけるなど、

情報セキュリティ対策を推進す

る。 

目的とした電子化を費用対効果

を勘案しつつ推進し、情報を経営

分析等に活用すること。 
また、センターの業務計画（年

度計画等）の一つとして、情報セ

キュリティ対策を位置づけるなど、

情報セキュリティ対策を推進す

る。 

目的とした電子化を費用対効果

を勘案しつつ推進し、情報を経営

分析等に活用すること。 
また、センターの業務計画（年

度計画等）の一つとして、情報セ

キュリティ対策を位置づけるなど、

情報セキュリティ対策を推進す

る。 

目的とした電子化を費用対効果

を勘案しつつ推進し、情報を経営

分析等に活用すること。 
また、センターの業務計画（年

度計画等）の一つとして、情報セ

キュリティ対策を位置づけるなど、

情報セキュリティ対策を推進す

る。 

目的とした電子化を費用対効果

を勘案しつつ推進し、情報を経営

分析等に活用すること。 
また、センターの業務計画（年

度計画等）の一つとして、情報セ

キュリティ対策を位置づけるなど、

情報セキュリティ対策を推進す

る。 

目的とした電子化を費用対効果

を勘案しつつ推進し、情報を経営

分析等に活用すること。 
また、センターの業務計画（年

度計画等）の一つとして、情報セ

キュリティ対策を位置づけるなど、

情報セキュリティ対策を推進す

る。 
第４ 財務内容の改善に関する事

項 
第４ 財務内容の改善に関する事

項 
第４ 財務内容の改善に関する事

項 
第４ 財務内容の改善に関する事

項 
第４ 財務内容の改善に関する事

項 
第４ 財務内容の改善に関する事

項 
「第３ 業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中長期計画の予算を作成し、

当該予算による運営を実施するこ

とにより、中長期目標の期間にお

ける期首に対する期末の財務内

容の改善を図ること。 
 

「第３ 業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中長期計画の予算を作成し、

当該予算による運営を実施するこ

とにより、中長期目標の期間にお

ける期首に対する期末の財務内

容の改善を図ること。 
 

「第３ 業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中長期計画の予算を作成し、

当該予算による運営を実施するこ

とにより、中長期目標の期間にお

ける期首に対する期末の財務内

容の改善を図ること。 
 

「第３ 業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中長期計画の予算を作成し、

当該予算による運営を実施するこ

とにより、中長期目標の期間にお

ける期首に対する期末の財務内

容の改善を図ること。 
 

「第３ 業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中長期計画の予算を作成し、

当該予算による運営を実施するこ

とにより、中長期目標の期間にお

ける期首に対する期末の財務内

容の改善を図ること。 
 

「第３ 業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中長期計画の予算を作成し、

当該予算による運営を実施するこ

とにより、中長期目標の期間にお

ける期首に対する期末の財務内

容の改善を図ること。 
 

１．自己収入の増加に関する事項 １．自己収入の増加に関する事項 １．自己収入の増加に関する事項 １．自己収入の増加に関する事項 １．自己収入の増加に関する事項 １．自己収入の増加に関する事項 
がんに対する医療政策を牽引

していく拠点としての役割を果た

すため、運営費交付金以外の外

部資金の積極的な導入に努める

こと。 
具体的には、企業等との治験

連携事務局の設置や、患者レジ

ストリの構築により、治験・臨床研

究体制を強化し、日本医療研究

開発機構等からの競争的資金や

企業治験等の外部資金の獲得を

更に進める。 

循環器病に対する医療政策を

牽引していく拠点としての役割を

果たすため、運営費交付金以外

の外部資金の積極的な導入に努

めること。 
具体的には、企業等との治験

連携事務局の設置や、患者レジ

ストリの構築により、治験・臨床研

究体制を強化し、日本医療研究

開発機構等からの競争的資金や

企業治験等の外部資金の獲得を

更に進める。 

精神・神経疾患等に対する医

療政策を牽引していく拠点として

の役割を果たすため、運営費交

付金以外の外部資金の積極的な

導入に努めること。 
具体的には、企業等との治験

連携事務局の設置や、患者レジ

ストリの構築により、治験・臨床研

究体制を強化し、日本医療研究

開発機構等からの競争的資金や

企業治験等の外部資金の獲得を

更に進める。 

感染症その他の疾患及び国際

保健医療協力に関する医療政策

を牽引していく拠点としての役割

を果たすため、運営費交付金以

外の外部資金の積極的な導入に

努めること。 
具体的には、企業等との治験

連携事務局の設置や、患者レジ

ストリの構築により、治験・臨床研

究体制を強化し、日本医療研究

開発機構等からの競争的資金や

企業治験等の外部資金の獲得を

更に進める。 

成育医療に関する医療政策を

牽引していく拠点としての役割を

果たすため、運営費交付金以外

の外部資金の積極的な導入に努

めること。 
具体的には、企業等との治験

連携事務局の設置や、患者レジ

ストリの構築により、治験・臨床研

究体制を強化し、日本医療研究

開発機構等からの競争的資金や

企業治験等の外部資金の獲得を

更に進める。 

長寿医療に関する医療政策を

牽引していく拠点としての役割を

果たすため、運営費交付金以外

の外部資金の積極的な導入に努

めること。 
具体的には、企業等との治験

連携事務局の設置や、患者レジ

ストリの構築により、治験・臨床研

究体制を強化し、日本医療研究

開発機構等からの競争的資金や

企業治験等の外部資金の獲得を

更に進める。 

２．資産及び負債の管理に関する

事項 
２．資産及び負債の管理に関する

事項 
３．資産及び負債の管理に関する

事項 
２．資産及び負債の管理に関する

事項 
２．資産及び負債の管理に関する

事項 
２．資産及び負債の管理に関する

事項 
センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行

い、固定負債（長期借入金の残

高）を償還確実性が確保できる範

囲とし、運営上、中・長期的に適

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行

い、固定負債（長期借入金の残

高）を償還確実性が確保できる範

囲とし、運営上、中・長期的に適

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行

い、固定負債（長期借入金の残

高）を償還確実性が確保できる範

囲とし、運営上、中・長期的に適

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行

い、固定負債（長期借入金の残

高）を償還確実性が確保できる範

囲とし、運営上、中・長期的に適

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行

い、固定負債（長期借入金の残

高）を償還確実性が確保できる範

囲とし、運営上、中・長期的に適

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行

い、固定負債（長期借入金の残

高）を償還確実性が確保できる範

囲とし、運営上、中・長期的に適
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正なものとなるよう努めること。 正なものとなるよう努めること。 
 

正なものとなるよう努めること。 
なお、センターにおける繰越欠

損金の発生要因等の分析を踏ま

え、可能な限り早期に繰越欠損

金が解消されるよう、具体的な繰

越欠損金解消計画を作成するこ

と。 

正なものとなるよう努めること。 
なお、センターにおける繰越欠

損金の発生要因等の分析を踏ま

え、可能な限り早期に繰越欠損

金が解消されるよう、具体的な繰

越欠損金解消計画を作成するこ

と。 

正なものとなるよう努めること。 正なものとなるよう努めること。 

第５ その他業務運営に関する重要

事項 
第５ その他業務運営に関する重要

事項 
第５ その他業務運営に関する重要

事項 
第５ その他業務運営に関する重要

事項 
第５ その他業務運営に関する重要

事項 
第５ その他業務運営に関する重要

事項 
１．法令遵守等内部統制の適切な

構築 
１．法令遵守等内部統制の適切な

構築 
１．法令遵守等内部統制の適切な

構築 
１．法令遵守等内部統制の適切な

構築 
１．法令遵守等内部統制の適切な

構築 
１．法令遵守等内部統制の適切な

構築 
研究開発活動の信頼性の確

保、科学技術の健全な発展等の

観点から、研究不正など不適切

事案に適切に対応するため、組

織として研究不正等を事前に防

止する取組を強化するとともに、

管理責任を明確化するなど、コン

プライアンス体制を強化すること。 
また、研究開発等に係る物品

及び役務の調達に関する契約等

に係る仕組みの改善を踏まえ、一

般競争入札を原則としつつも、研

究開発業務を考慮し、随意契約

によることができる事由を規程等

において明確化し、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調達に

努める。 

研究開発活動の信頼性の確

保、科学技術の健全な発展等の

観点から、研究不正など不適切

事案に適切に対応するため、組

織として研究不正等を事前に防

止する取組を強化するとともに、

管理責任を明確化するなど、コン

プライアンス体制を強化すること。 
また、研究開発等に係る物品

及び役務の調達に関する契約等

に係る仕組みの改善を踏まえ、一

般競争入札を原則としつつも、研

究開発業務を考慮し、随意契約

によることができる事由を規程等

において明確化し、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調達に

努める。 

研究開発活動の信頼性の確

保、科学技術の健全な発展等の

観点から、研究不正など不適切

事案に適切に対応するため、組

織として研究不正等を事前に防

止する取組を強化するとともに、

管理責任を明確化するなど、コン

プライアンス体制を強化すること。 
また、研究開発等に係る物品

及び役務の調達に関する契約等

に係る仕組みの改善を踏まえ、一

般競争入札を原則としつつも、研

究開発業務を考慮し、随意契約

によることができる事由を規程等

において明確化し、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調達に

努める。 

研究開発活動の信頼性の確

保、科学技術の健全な発展等の

観点から、研究不正など不適切

事案に適切に対応するため、組

織として研究不正等を事前に防

止する取組を強化するとともに、

管理責任を明確化するなど、コン

プライアンス体制を強化すること。 
また、研究開発等に係る物品

及び役務の調達に関する契約等

に係る仕組みの改善を踏まえ、一

般競争入札を原則としつつも、研

究開発業務を考慮し、随意契約

によることができる事由を規程等

において明確化し、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調達に

努める。 

研究開発活動の信頼性の確

保、科学技術の健全な発展等の

観点から、研究不正など不適切

事案に適切に対応するため、組

織として研究不正等を事前に防

止する取組を強化するとともに、

管理責任を明確化するなど、コン

プライアンス体制を強化すること。 
また、研究開発等に係る物品

及び役務の調達に関する契約等

に係る仕組みの改善を踏まえ、一

般競争入札を原則としつつも、研

究開発業務を考慮し、随意契約

によることができる事由を規程等

において明確化し、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調達に

努める。 

研究開発活動の信頼性の確

保、科学技術の健全な発展等の

観点から、研究不正など不適切

事案に適切に対応するため、組

織として研究不正等を事前に防

止する取組を強化するとともに、

管理責任を明確化するなど、コン

プライアンス体制を強化すること。 
また、研究開発等に係る物品

及び役務の調達に関する契約等

に係る仕組みの改善を踏まえ、一

般競争入札を原則としつつも、研

究開発業務を考慮し、随意契約

によることができる事由を規程等

において明確化し、公正性・透明

性を確保しつつ合理的な調達に

努める。 
   ２． エイズ治療・研究開発センター

の業務に関する事項 
  

   エイズ治療・研究開発センター

は、エイズ裁判の和解に基づき国

の責務となった被害者の原状回

復に向けた医療の取組を厚生労

働省に届いた意見を踏まえつつ

着実に実施するとともに、エイズ

に関し、診断及び治療、臨床研

究、診療に関する相談、技術者

の研修並びに情報の収集及び提
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供を行うこと。 
また「後天性免疫不全症候群

に関する特定感染症予防指針」

（平成 18 年厚生労働省告示第

89 号）に基づき、エイズに係る中

核的医療機関としてブロック拠点

病院等を支援し、地域におけるエ

イズ医療水準の向上を図ること。 
   ３．看護に関する教育及び研究   
   NC の職員の養成及び研修を

目的として、看護に関する学理及

び技術の教授及び研究並びに研

修を行うこと。 

  

２．その他の事項（施設・設備整備、

人事の最適化に関する事項を含

む） 

２．その他の事項（施設・設備整備、

人事の最適化に関する事項を含

む） 

２．その他の事項（施設・設備整備、

人事の最適化に関する事項を含

む） 

４．その他の事項（施設・設備整備、

人事の最適化に関する事項を含

む） 

２．その他の事項（施設・設備整備、

人事の最適化に関する事項を含

む） 

２．その他の事項（施設・設備整備、

人事の最適化に関する事項を含

む） 
（１）施設･設備整備に関する事項 （１）施設･設備整備に関する事項 （１）施設･設備整備に関する事項 （１）施設･設備整備に関する事項 （１）施設･設備整備に関する事項 （１）施設･設備整備に関する事項 

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。 

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。 

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。 

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。 

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。 

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。 
（２）人事の最適化に関する事項 （２）人事の最適化に関する事項 （２）人事の最適化に関する事項 （２）人事の最適化に関する事項 （２）人事の最適化に関する事項 （２）人事の最適化に関する事項 

医薬品や医療機器の実用化に

向けた出口戦略機能の強化や、

新たな視点や発想に基づく研究

等の推進のため、独立行政法人

医薬品医療機器総合機構や諸

外国を含めた他の施設との人事

交流を、これまで以上に推進す

る。 
また、NC 間及びセンターと国

立病院機構の間における看護師

等の人事交流を更に進める。 
 

医薬品や医療機器の実用化に

向けた出口戦略機能の強化や、

新たな視点や発想に基づく研究

等の推進のため、独立行政法人

医薬品医療機器総合機構や諸

外国を含めた他の施設との人事

交流を、これまで以上に推進す

る。 
また、 NC 間及びセンターと国

立病院機構の間における看護師

等の人事交流を更に進める。 
センターと大学等との間でのク

ロスアポイントメント制度（センター

と大学等のそれぞれと雇用契約

関係を結ぶ等により、各機関の責

任の下で業務を行うことができる

医薬品や医療機器の実用化に

向けた出口戦略機能の強化や、

新たな視点や発想に基づく研究

等の推進のため、独立行政法人

医薬品医療機器総合機構や諸

外国を含めた他の施設との人事

交流を、これまで以上に推進す

る。 
また、 NC 間及びセンターと国

立病院機構の間における看護師

等の人事交流を更に進める。 
センターと大学等との間でのク

ロスアポイントメント制度（センター

と大学等のそれぞれと雇用契約

関係を結ぶ等により、各機関の責

任の下で業務を行うことができる

医薬品や医療機器の実用化に

向けた出口戦略機能の強化や、

新たな視点や発想に基づく研究

等の推進のため、独立行政法人

医薬品医療機器総合機構や諸

外国を含めた他の施設との人事

交流を、これまで以上に推進す

る。 
また、 NC 間及びセンターと国

立病院機構の間における看護師

等の人事交流を更に進める。 
センターと大学等との間でのク

ロスアポイントメント制度（センター

と大学等のそれぞれと雇用契約

関係を結ぶ等により、各機関の責

任の下で業務を行うことができる

医薬品や医療機器の実用化に

向けた出口戦略機能の強化や、

新たな視点や発想に基づく研究

等の推進のため、独立行政法人

医薬品医療機器総合機構や諸

外国を含めた他の施設との人事

交流を、これまで以上に推進す

る。 
また、 NC 間及びセンターと国

立病院機構の間における看護師

等の人事交流を更に進める。 
センターと大学等との間でのク

ロスアポイントメント制度（センター

と大学等のそれぞれと雇用契約

関係を結ぶ等により、各機関の責

任の下で業務を行うことができる

医薬品や医療機器の実用化に

向けた出口戦略機能の強化や、

新たな視点や発想に基づく研究

等の推進のため、独立行政法人

医薬品医療機器総合機構や諸

外国を含めた他の施設との人事

交流を、これまで以上に推進す

る。 
また、 NC 間及びセンターと国

立病院機構の間における看護師

等の人事交流を更に進める。 
センターと大学等との間でのク

ロスアポイントメント制度（センター

と大学等のそれぞれと雇用契約

関係を結ぶ等により、各機関の責

任の下で業務を行うことができる
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制度）を導入すること。 制度）を導入すること。 制度）を導入すること。 制度）を導入すること。 制度）を導入すること。 
（３）その他の事項 （３）その他の事項 （３）その他の事項 （３）その他の事項 （３）その他の事項 （３）その他の事項 

業務全般については、以下の

取組を行うものとする。 
① 的確な評価を実施するため、

センターは、「独立行政法人の

目標の策定に関する指針」（平

成 26 年 9 月 2 日総務大臣決

定）に基づき策定したこの中長

期目標を踏まえ、中長期計画

を策定するものとする。 
②決算検査報告（会計検査院）の

指摘も踏まえた見直しを行うほ

か、「独立行政法人改革等に

関する基本的な方針」（平成 25
年 12 月 24 日閣議決定）をはじ

めとする既往の閣議決定等に

示された政府方針に基づく取

組について、着実に実施する

ものとする。 

業務全般については、以下の

取組を行うものとする。 
① 的確な評価を実施するため、

センターは、「独立行政法人の

目標の策定に関する指針」（平

成 26 年 9 月 2 日総務大臣決

定）に基づき策定したこの中長

期目標を踏まえ、中長期計画

を策定するものとする。 
② 決算検査報告（会計検査院）

特に、「平成 25 年度決算検査

報告」（平成 26 年 11 月 7 日会

計検査院）の指摘も踏まえた見

直しを行うほか、「独立行政法

人改革等に関する基本的な方

針」（平成 25 年 12 月 24 日閣

議決定）をはじめとする既往の

閣議決定等に示された政府方

針に基づく取組について、着

実に実施するものとする。 

業務全般については、以下の

取組を行うものとする。 
① 的確な評価を実施するため、

センターは、「独立行政法人の

目標の策定に関する指針」（平

成 26 年 9 月 2 日総務大臣決

定）に基づき策定したこの中長

期目標を踏まえ、中長期計画

を策定するものとする。 
② 決算検査報告（会計検査院）

の指摘も踏まえた見直しを行う

ほか、「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」（平成

25 年 12 月 24 日閣議決定）を

はじめとする既往の閣議決定

等に示された政府方針に基づ

く取組について、着実に実施

するものとする。 

業務全般については、以下の

取組を行うものとする。 
① 的確な評価を実施するため、

センターは、「独立行政法人の

目標の策定に関する指針」（平

成 26 年 9 月 2 日総務大臣決

定）に基づき策定したこの中長

期目標を踏まえ、中長期計画

を策定するものとする。 
② 決算検査報告（会計検査院）

の指摘も踏まえた見直しを行う

ほか、「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」（平成

25 年 12 月 24 日閣議決定）を

はじめとする既往の閣議決定

等に示された政府方針に基づ

く取組について、着実に実施

するものとする。 

業務全般については、以下の

取組を行うものとする。 
① 的確な評価を実施するため、

センターは、「独立行政法人の

目標の策定に関する指針」（平

成 26 年 9 月 2 日総務大臣決

定）に基づき策定したこの中長

期目標を踏まえ、中長期計画

を策定するものとする。 
② 決算検査報告（会計検査院）

特に、「平成 25 年度決算検査

報告」（平成 26 年 11 月 7 日会

計検査院）の指摘も踏まえた見

直しを行うほか、「独立行政法

人改革等に関する基本的な方

針」（平成 25 年 12 月 24 日閣

議決定）をはじめとする既往の

閣議決定等に示された政府方

針に基づく取組について、着

実に実施するものとする。 

業務全般については、以下の

取組を行うものとする。 
① 的確な評価を実施するため、

センターは、「独立行政法人の

目標の策定に関する指針」（平

成 26 年 9 月 2 日総務大臣決

定）に基づき策定したこの中長

期目標を踏まえ、中長期計画

を策定するものとする。 
② 決算検査報告（会計検査院）

の指摘も踏まえた見直しを行う

ほか、「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」（平成

25 年 12 月 24 日閣議決定）を

はじめとする既往の閣議決定

等に示された政府方針に基づ

く取組について、着実に実施

するものとする。 


